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1．はじめに（調査研究の趣旨等）
科学技術創造立国を目指していく上で、時代の要請に即した優秀な科学技術人材を育
成・確保することは不可欠の条件であり、平成8年7月に閣議決定された「科学技術基本
計画」においても、創造性豊かな若手研究者、研究支援者の育成・確保等を今後の基本方
針の重要な柱と位置づけ、現在関係各省庁において鋭意施策の展開が図られているところ
である。
21世紀を目前に控え、高度知識社会への移行、グローバリゼーションの進展、少子
高齢化社会への懸念等社会や経済は大きな変動期を迎えており、先見性を備えた戦略的な
科学技術推進システムの構築が求められているとともに、新産業の創出、地球的諸問題の
解決、国民生活の質的向上等多様な社会的・経済的ニーズに科学技術が積極的に貢献する
ことが益々要請されている。
このような今日の状況において、研究者・技術者の育成、その能力を発揮させるため
の環境条件の整備もさることながら、総合的な科学技術力を高めていくためには、研究開
発戦略の策定、研究開発資源の配分、共同研究に係る諸々の調整、研究開発活動の評価、
研究開発成果の適切な移転・事業化、国際協力、地域との協力等を実施する際のコーディ
ネート機能を一層充実させるとともに、これらの機能を担うコーディネート人材を育成・
確保することが不可欠となっている。特に、今日、研究開発の推進においても“選択、集
中、スピード”の考え方が求められているとともに、従来の専門分野や領域にとらわれな
い学際的視点に立脚した科学技術の推進の重要性が益々高まっており、新しいタイプのコ
ーディネート機能・人材に対する期待が大きくなっている。
これまで、科学技術人材に関し研究者・技術者の育成・確保については、多くの調査
研究が行われてきたが、科学技術活動に係わるコーディネート機能の重要性が正当に認識
されているとはいえず、コーディネート機能・人材に焦点を当てた調査研究はほとんど実
施されていない状況にある。このため、文献調査、インタビュー調査、アンケート調査等
によりコーディネート機能・人材の現状、課題、今後の方向性を明らかにし、今後の科学
技術人材の育成・確保等に関する施策、産学官連携に係る施策の企画・立案等に資するこ
とを目的に、平成10年12月より調査研究を行ってきた。
本調査研究の実施に当たり、関係者の方々には、お忙しいにもかかわらずインタビュ
ーにおいて貴重なご意見、有益な資料のご提供をいただき、またアンケート調査において
も積極的なご協力をいただいた。さらに、当研究所の客員研究官である富山大学助教授清
家彰敏氏には、豊富な人脈を活用させていただき、またご懇切なアドバイスをいただいた。
核燃料サイクル開発機構監事内藤哲雄氏にも、示唆に富むご意見をいただいた。当グルー
プの大貫佐知子氏には、インタビュー結果のとりまとめ、アンケート調査の実施、図表の
作成に当たって、ひとかたならぬ助力をいただいた。松葉奈津子氏には、アンケート調査
結果の図表化、報告書のレイアウトに当たり、たいへんお世話になった。さらに、本報告
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書の中間とりまとめに対し、特に岩手県立大学教授平野千博氏、電気通信大学助教授小林
信一氏、東京工業大学教授井関孝華氏、北陸先端科学技術大学院大学助教授永田晃也氏、
科学技術庁地域科学技術振興室長根本光宏氏、山口一男氏より貴重なコメントをいただい
た。本報告書の文責は全て筆者に帰するが、筆者が常に新鮮な刺激を受け、比較的短期間
で作成することができたのは、ひとえに皆様方のご協力の賜物であり、心より深甚の謝意
を表したい。
筆者は、コーディネーターを主たる任務とする行政官としてのこれまでの経験を虚心
坦懐に振り返り、今後の科学技術活動のあるべき姿に思いを馳せ、本調査研究に取り組ん
だ。本報告書のキーワードの一つは「協創」であるが、本報告書自体が、上記関係者の方々、
末尾に掲げた参考文献の著者の方々等との「協創」の産物として値するか否か、読者の率
直なご判断に委ねたい。本報告書が、科学技術活動のみならずコーディネート業務に携わ
る方々にとって、幾ばくかのご参考になれば、これに勝る喜びはない。
2．調査研究の方法
調査研究計画に基づき、幅広く文献調査を行うとともに、下記の方々に対し、コーデ
ィネート機能の現状・課題、コーディネート人材の現状・課題、コーディネート人材に求
められる資質、コーディネート人材の育成のあり方等についてインタビューを実施した。
〔インタビューした方々〕（インタビュー実施の日時順）
日本原子力研究所　那珂研究所　所長代理、管理部長　小牧　哲氏
東北インテリジェント・コスモス構想推進協議会事務局　産業化支援部長
高橋　明夫氏
東北大学　未来科学技術共同研究センター　副センター長、教授　井口　泰孝氏
無機材質研究所　所長　木村　茂行氏
金属材料技術研究所　研究総務官　斎藤　繊也氏
松下電器産業（株）経営企画室　技監　松田　俊介氏
（財）テレコム先端科学技術研究支援センター　専務理事　春野　信義氏
科学技術振興事業団　技術展開部長　大味　一夫氏
技術展開部　主任調査員　高城　信義氏
花王（株）研究開発部門　部長　桝田　文八氏
ソニー（株）政策渉外室　担当部長　森本　博行氏
三菱化学（株）常務取締役、横浜総合研究所　所長　和田　啓輔氏
研究計画室　部長　渡逓　英一氏
北海道総合企画部科学技術振興課　研究交流係長　弦巻　大起氏
（財）北海道科学・産業技術振興財団　理事、研究開発部長（科学技術振興事業団
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新技術コーディネーター）　　丸山　敏彦氏
北海道大学先端科学技術共同研究センター　助教授　荒磯　恒久氏
また、コーディネート機能・人材に関し実証的データを得るため、大学共同研究セン
ター、公的研究機関（国立試験研究機関、特殊法人、地域研究機関、財団・社団法人）、民
間企業を対象にアンケート調査を行った。具体的な送付先については、大学共同研究セン
ターはセンター長、公的研究機関は企画室長あるいは企画課課長等、民間企業は企画部門
の責任者等の方々である。アンケート調査票の送付数、回収率等は以下のとおりである。
送付数 回答数 回収率
大学共同研究センター 52 42 81％
公的研究機 関 50 44 88％
民間企業 70 48 69％
合計 172 134 78％
3．コーディネート機能・人材とは
人間がある目的を持ち、ある規模の集団を成して組織的に事を成就しようとする場合、
組織の内部、自己の組織と他の組織間でさまざまな調整を行ういわゆるコーディネートの
機能が不可欠であり、このように“コーディネード　という用語は、通例“調整”と解さ
れるが、“仲介’’、“媒介”、“調停’’、“橋渡し”などの日本語も該当するといえる。いずれ
にしても、多様な要素、個人、組織、地域、国などの間に適宜介在することにより、全体
として、効果的・効率的な遂行を可能ならしめる機能をコーディネート機能ということが
できる。
科学技術活動についてみると、例えば研究開発活動を効果的・効率的に展開するため
には、研究開発戦略や具体的計画の策定、実施段階での管理、研究開発成果の評価・事業
化等を適切に行なわなければならないが、この場合研究者のみならず企画、予算、特許、
情報管理等の多くの個人や部門が関与することになり、各段階の研究開発活動が全体とし
て整合性のとれたものとするた釧こは、コーディネート機能が適切に発揮される必要があ
る。このコーディネート機能については、従来、主として単一の組織や機関を前提に予算、
人材、施設・設備、情報等の研究開発資源を円滑に管理し、研究開発の効率性を向上させ
ることを主たる目的とするマネジメント機能として論じられることが多かったが、近年共
同研究の推進、技術移転の重要性が高まっており、従来の狭義のマネジメント機能に加え、
異なる組織、機関、セクター間の相互作用に着目してコーディネート機能をとらえる必要
がある。例えば、共同研究を推進するに当たり、参加する機関は、それぞれ固有の伝統、
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マネジメント手法、風土等を有しており、異なった複数の機関を有機的に接合し、共同研
究を実効あるものとしていくためには、従来にも増して緻密で創意あるコーディネート機
能が求められるだろう。また、研究開発を通じて新規産業の創出を図る場合、技術的なア
イデアを提供する機関、アイデアを事業に結びつける起業家、事業化に必要な資金を提供
するベンチャーキャピタリスト、法制度や最先端の施設等事業化のためのインフラを整備
する行政機関等が適切にコーディネートされる必要があるだろう。
このように、科学技術活動に係るコーディネート機能については、研究室レベル、機
関レベル、地域レベル、国レベル等さまざまな階層において、その機能の発揮が要請され
ている。また、このコーディネート機能の概念については、単なる“調整”、“介在’’に限
定されるのではなく、最近より広範囲かつ積極的にとらえ直そうとする気運が高まってい
る。このような状況を踏まえ、例えば、地域科学技術政策においては、コーディネート機
能を担う中核的人材を従来の“コーディネーター”ではなく、リーダーの概念をも含む“デ
ィレクター”あるいは“プロデューサー’’と位置づけようとしている。また、欧米におい
ては、“mentOr（良き指導者、良き助言者）”をも包含して位置づけようとしている。本
報告書は、新しい時代に対応した科学技術活動に係るコーディネート機能・人材のあり方、
今後の方向性等について提言を試みることを意図しているので、ここでは“コーディネー
ター”は、単なる調整役にととまらず、リーダーの役割をも一部担う広義の概念でとらえ
ることとしたい。また、‘‘コーディネーター”の役割は、必ずしも一個人が果たすとは限
らず、多様な個人が適切な分担に基づき果たすことも考えられるので、“コーディネータ
ー”は一つの人材群ととらえることとしたい。
いずれにせよ、多大な努力と創意工夫を要するコーディネート機能・人材については、
その意義を正当に認識し、今後さらに充実するためのさまざまな措置が必要と考える。
4．最近の科学技術を巡る状況とコーディネート機能
（1）「モード1」から「モ胃ド2」へ
近年、情報・通信技術等の急速な発展を背景に、ボーダーレス化、メガ・コンペティ
ションが激化するとともに、環境保全等地球規模の問題の解決に対する要請が増大してい
る。このような状況の中で、社会、経済のみならず、科学技術活動も大きな転換期を迎え
ており、コーディネート機能を考察するに際し、科学技術活動の変化の本質は何かという
ことを認識の基礎に置く必要がある。最近の科学技術活動の変容については、「The New
Production of Knowledge」（MichaelGibbonsetal．）で提唱されている「モード論」
が極めて示唆に富んでおり、本署の訳者でもある小林信一電気通信大学助教授が当研究所
で行った講演（平成9年9月4日）および「新しい知識生産と人材育成」（ビジネスレビ
ューVbl．45No．4）を引用しつつ、最近の科学技術活動の特徴を概観することとしたい。
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Gibbons教授（英国サセックス大学）らによれば、「モード」とは科学技術活動を編
成する社会的、認知的様式を意味する概念であり、社会的様式が人、組織、制度、人材養
成・確保、評価システム、資金供給システム等の外的側面を表すのに対し、認知的様式は、
知識生産の方法、問題設定の方法、研究方法等の内的側面を指している。最近の科学技術
活動は、「モード1」から「モード2」に転換しているというのが、Gibbons教授らの主
張である。「モード1」とは、ディシプリン（学問領域）に基礎を置く従来型の科学技術
活動の編成様式であり、「モード2」とは、知識を利用する立場からの、新しく出現した
研究活動の編成様式であり、トランスディシプリナリ、問題解決型、ネットワーク型・分
散型、参加型・開放型、非リニアモデル等の特徴を持っている。「モード1」と「モード
2」の対比を以下の表に示す。
表4－1「モード1」と「モード2」の特徴の対比
モー ド1 モー ド2
特徴
ディシプリンのコンテクス アプリケー ションのコンテクストで
トで進められる知識生産 進められる知識生産
問題設定
ディシプリンの内的論理に アプリケーションのコンテクストで決
よって決まる まる
問題解決
ディシプリン固有の規約、 広範なディシプリンからの参加 （ト
方法にしたがって進められ
る
ランスディシプリナリ）
研究成果の
ディシプリンの知識体系の
発展にいかに貢献しうるか 問題解決への貢献、スピー ド
価値 によって判断
研究成果の 学術雑誌、学会などの制度 参加者のあいだで学習的に知識が普及
普及 化されたメディアを通じて
普及
（参加型）
参加者の資 各ディシプリンの中で （大 多様な母体からの参加 （大学研究者の
格 学の学科など）で養成され みならず、産業界、政府の専門家、さ
た研究者 らには市民も）
研究組織 永続的基盤を有する 一時的
知識生産拠 権威づけされた研究機関、 相対化 （研究開発活動のウエイトは小
点 エリー ト研究機関 さくなる）
（出典）「新しい知識生産と人材育成」（小林信一電気通信大学助教授）より
「モード2」の出現には、70年代後半以降の国際的経済停滞を打開するための産業
発展に資する科学技術振興の重視、産学連携の本格化、メガ・コンペティションあるいは
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デファクト・スタンダードをめぐる競争の激化、ポスト冷戦による軍事研究から民生研究
へのシフト、専門分化の行き過ぎへの反省、高学歴な市民層の出現による知識生産拠点の
増大等の社会的・経済的影響がその背景にある。
いうまでもなく、今日の科学技術活動の全てが「モード2」の論理で展開されている
というのは極論に近く、個別の科学技術領域、セクター等によって、「モード1」と「モ
ード2」が混在しているのが実態であり、また理論的知の根幹をなす個々のディシプリン
の重要性を正当に認識する必要があるが、今後「モード2」の流れが一層顕著になってい
くことは否めない傾向と考えられる。このような科学技術活動の大きな転換期において、
コーディネート機能はどうあるべきで、どのようにその機能を十二分に発揮していくかが
重要な課題として問われている。小林助教授は、上述の対比表で示しているように、「モ
ード2」による科学技術活動においては、様々な学問領域、組織からの多様な参加によっ
て、トランスディシプリナリで柔軟な協力関係を構築することが重要であるとしており、
「コンフィグレーション」（組み合わせの妙）、「コラボレーション」（能力ある参加者たち
が、固定的な組織を前提とせず一時的に協働）の概念を提唱している。
このような新しい協力関係については、例えば、科学技術振興事業団の「創造科学技
術推進事業」、理化学研究所の「国際フロンティア研究システム」等において、すでに先
駆的に構築され、世界的にも優れた成果を挙げている。また、科学技術振興事業団では、
地域独自のコア・コンピタンス（他者の模倣が困難な価値を提供する中核能力）を創造す
ることを目標に据えて、地域の大学、企業、国立試験研究機関、地方公設試験研究機関の
コラボレーションを重視した「地域結集型共同研究事業」を推進している。ここでは、本
事業における「人」の考え方を、以下の図で紹介する。
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4－2　r地．　型共同　　　　における「人について
～コアとなるプロフェッショナルたち～
■　起業化のために企圃立案・
実行者
■　技術シーズと市場ニーズ
の橋渡し
・地域におけるR＆D型企業尊に対し
同研究成果の導入を促す
．市場ニーズを研究現場へフィードバ
ク、新技術創出を促す
◎　高度な専門的知嶋と経験
（経営］ン†脾ルグ、研究開発叫ジルト
でーケルダ　等）
◎　研究開発・展開能力
・研究開発のトレンドを理解
・当膝技術の市場に及ぼす価鐘判断
ができる
戯蹄エージェン′
（出典）科学技術嶺輿事業団資料
ところで、筆者は、今後の科学技術活動は、全て「モード2」の考え方で推進すべき
とは考えていない。特に、個人の自由な発想が重要な基礎研究は、とりあえずアプリケー
ションを念頭に置かず、独創性の発揮を阻害する内的・外的要因をできるだけ．取り除くこ
とを最優先すべきであろう。一方、基礎研究から実用化へのタイム・スパンはますます短
縮化し、技術シーズの創出、開発、実用化が循環的サイクルの中で展開されつつあり、多
くの局面で「コンフィグレーション」、「コラボレーション」が不可欠となるだろう。この
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ような新しい協力関係を適切に築いていくためには、従来の受け身型のコーディネート機
能から積極型のコーディネート機能へと転換する必要があり、また、この機能の中核を担
うコーディネート人材を育成・確保することが要請されているといえる。
（2）大学において
大学の基本的使命は、いうまでもなく優れた人間性と高度の知識を有する社会人を育
成するとともに、人類の発展に寄与する創造的な知識を生産・蓄積することであり、これ
まで科学技術活動に関わる優秀な人材の供給、創造的な学術研究の推進に多大な貢献を果
たしてきた。他方、少子・高齢化社会の中で、質の高い学生をどのように確保するかが大
きな課題になっており、大学の生き残りのため、それぞれの大学の独自性、個性をどのよ
うに確立していくかが問われている。また、大学が有する膨大な知的蓄積を、いかにして
適切に技術移転を行い、社会・経済の発展に寄与するかが大きな課題となっており、この
ことは、共同研究センターの設置、連携大学院制度の導入、兼業規制の緩和、大学から民
間への研究成果移転促進に関する法律の制定等の形で、制度的には整備されつつある。し
たがって、今後中身の充実を図る段階となっている。さらに、大学運営の抜本的な柔軟化
等を図る観点から、独立行政法人化が将来の検討課題とされている。このような中で、企
業、公的研究機関等と実効性ある協力関係を構築することが、従来に増して重要となって
おり、コーディネート機能の充実が求められている。
（3）公的研究機関（国立試験研究機関、特殊法人、地方公設試験研究機関等）にお
いて
国立試験研究機関（以下、「国研」という）においては、民間企業には期待しがたい
社会的・経済的ニーズへの対応、先導的・基盤的研究開発の推進が、大きな任務となって
いる。産業技術が未成熟な時代においては、研究開発の先導者としての国研の役割は大き
かったといえるが、企業の研究能力の著しい向上に伴い、国研の役割が相対的に低下して
いるといわざるを得ず、研究者数が約1万人（国全体では約70万人）と層が薄く、さら
に定員削減に晒されているという状況があるにしても、地位の相対的低下は、企業が共同
研究の相手先とて国研に期待している割合が小さいというデータにも現れている（平成8
年度「民間企業の研究活動に関する調査報告」）。このような状況を打開するために、「科
学技術基本計画」に基づき、様々な施策が展開されているところであるが、国家行政組織
の一部としての制度的硬直性を根本的に解消するために、2001年には独立行政法人と
なることが決定されている。この独立行政法人化の具体的あり方については、今後さらに
検討することとされており、現時点では明確な姿が確定していないが、少なくとも、予算、
人事等の弾力的な運用、所長の裁量権限の拡大等が図られる一方、コスト意識を重視した
効果的・効率的な研究開発の展開、社会的・経済的ニーズに対する機敏な対応が求められ
ることは確実である。このような枠組みの長所を最大限に生かしつつ、所長のリーダーシ
ップを適切に発揮して、各機関の存在意義を高めていくためには、コーディネート機能を
一層充実することが重要となっている。
科学技術関係の特殊法人は、原子力開発、宇宙開発等リスクが高く民間には期待しが
たいビックプロジェクトの推進が主たる任務であるが、近年、巨額の研究開発投資に見合
う成果が厳格に求められており、研究開発段階といえどもコスト意識を徹底し、社会的ア
カウンタビリティーの向上等を図るため、効果的・効率的な研究開発マネジメントに資す
るコーディネート機能の強化が必要となっている。
地方公設試験研究機関は、地域に密着した様々なニーズに応えていくとともに、特に
地域経済の活性化のため、大学、企業等と連携しつつ、新規産業の創出を図っていくこと
が求められている。このような状況において、地方公設試験研究機関においては、研究実
施機能もさることながら、「地域における科学技術活動の活性化に関する基本指針」（平成
7年12月13日内閣総理大臣決定）で指摘されているように、異なった機関を積極的に
束ねることができるコーディネート機能の充実が、決定的な重要性をもつに至っていると
いうことができる。
（4）民間企業において
我が国の研究開発投資総額の約8割は、民間企業が担っており、今日のハイテク・イ
ノベーションの原動力は、民間企業の活力と言って過言ではない。しかし、現下の経済情
勢の悪化、メガ・コンペティションの激化等の状況において、名だたる大企業といえども、
生き残りのための必死の取り組みを余儀なくされており、経営戦略、研究開発戦略、国際
戦略等を一歩間違えれば、経営基盤の弱体化を招く危険性を常に有している。このような
厳しい環境の中で、グローバル企業として確固たる地位を占めている企業と、十分な多角
的展開ができず苦境に陥っている企業とに、歴然たる差として現われ始めている。このよ
うな二極化は、どのような要因で生じるかについては、多くの議論があるところであるが、
少なくとも、今日では“選択、集中、スピード”の考え方が死活的な重要性をもっており、
これをキーワードとして、技術力を含め企業が持っている経営資源を正確に見極め、これ
をいかに有効に活用するか、新規技術・市場をどのように創造するかが、優劣を決めると
いえるだろう。紺野登氏と野中郁次郎氏は、「知力革命」という著書において、「いま企業
には創造優先の経営への挑戦が急がれている……といってもナイーブ（繊細脆弱）な創造
性ではない。求められるのは創造的破壊である。」と述べている。また、出井仲之ソニー
（株）社長は、「これからの企業は、創発的進化を起こしていかなければならない」と語
っている（「ソニー　創発を促すR＆Dマネジメント」ダイヤモンド・ハーバード・ビジ
ネス編集部編）。このためには、企業トップ自身が、最終的な商品や生活シーンをイメー
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ジしつつ豊かな発想力をもってビジョンを掲げ、研究者・技術者個人個人が自由闊達に創
造性を発揮できる条件をつくり、“選択、集中、スピード”を可能とする組織戦略を構築
することが重要であるとしている。ソニー（株）政策渉外室の担当部長である森本博行氏
は、「創発」を可能とする組織戦略として、以下に示す「4象限モデル」を提唱している。
図4－3　　ソニーにみる組織戦略の4象限モデル
効率
従来型職能別階層組乱
各カンパニー主導。
例）既存のAV事業など。
分離・適応
社内技術の分離を目指す。
分社組織イヒ
例）プレイステーションの
ソここ・→コンピュータエンタティンメ
分社化など。
統合（結集）・創発
社内技術の統合を目指す。
プロジェクトチーム、
バーチャルカンパニー
（ビジネスセンター）主導。
例）MD，DVD，Ⅴ誠0
ビジネスセンターなど。
変革・創造的適応
新たなビジネスモデルを模索。
全社組織主導。
例）JSkyBなど。
（出典）ソニ1株）政策渉外室　担当部長　森本　博行氏作成資料
企業経営の成功のた桝こは、このように、トップのリーダーシップ、マネジメント手
法、企業風土等が大きく影響するが、ハイテク時代においては研究開発を通じて技術的優
位性を確保することが、極めて重要となっている。したがって、企業の生命線ともいえる
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研究開発戦略を的確に展開していくためには、今日の状況に対応したコーディネート機能
の充実が必要となっている。
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5．コーディネート機能の現状
コーディネート機能については、研究開発活動における目標設定の考え方、研究開発
のマネジメント手法、研究開発戦略、研究開発成果の評価等と密接な関連を有するので、
ここではコーディネート機能に関する重要性の認識のみならず、主として機関レベルのコ
ーディネート機能に関する幅広い項目についてアンケート調査結果に基づき、大学共同研
究センター（以下「大学」と略称）、公的研究機関、民間企業における現状を概観するこ
ととしたい。また、各セクターにおける詳細な現状については、インタビュー調査結果に
基づきみることとしたい。
（1）研究開発活動の今後の目標、コーディネート機能の重要性、研究開発マネジメ
ント手法等について
まず、研究開発活動においてどのような目標を重視しているかについて、図5－1に
調査結果を示す。これによれば、「革新的な技術のシーズを発掘する」という目標が、産
学官いずれのセクターにおいて、相対的に高い割合を示している。他の目標に関しては、
大学は「地域社会の発展に貢献する」という目標を、公的研究機関は「社会的・経済的諸
問題の解決に役立てる」という目標を、民間企業は「画期的な商品及び製造プロセスの開
発力を高める」という目標を挙げている割合が高くなっており、「モード2」の考え方で
ある知識のアプリケーションの立場からの目標を重視していることが伺える。
図5－1　研究開発活動において重視する目標について（複数回答）
0％
研究開発に関連して重視している業務について、図5－2に調査結果を示す。これに
よれば、産学官のいずれのセクターにおいても相対的に高い割合を示しているのは、「研
究開発の企画、テーマの発掘」、「研究開発の戦略の策定」、「研究成果の事業化」、「他機関
との共同研究」となっている。
図5－2　　重視している業務について（複数回答）
今後の研究開発において重要と考える方向性に関しては、図5肩3に示すように、相
対的に「ニーズに対する機敏な対応」、「他機関との円滑な連携」、「組織としての一体性」
が高い割合を示している。
図5－3　　これからの研究開発において重要と考えるもの（複数回答）
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コーディネート機能の重要性に対する認識については、図5胃4に示すように、産学
官のいずれのセクターも、90％以上の圧倒的多数が「研究業務と同様、コーディネート
機能の重要性は増すと考える」と回答している。
図5－4　］－ブイネート機能の重要性について
研究開発のマネジメント手法については、図5－5に示すように、産学官ともに「ケ
ース・バイ・ケースで対応している」との回答が相対的に高い割合となっているが、公的
研究機関や民間企業においては、独自の手法というより「通常の手法を採用している」と
の回答の割合が高くなっている。
図5－5　　研究開発のマネジルトの手法について
即柘
0％
回答
コーディネート機能に関する現在の組織については、図5－6に示すように、「特別の
組織等を設けている」との回答が多く、特に公的研究機関及び民間企業において高い割合
となっている。
図5－6　　コーディネート機能に関する現在の組鰍こついて
コーディネート機能に関する今後の組織の計画については、図5－7に示すように、
公的研究機関及び民間企業において「すでに特別の組織等を設けているが、さらに強化し
たい」との回答比率が高く、大学においては「今後、特別の組織等を設けたいと考えてい
る」との回答比率が高くなっている。
図5－7　　コーディネート機能に関する今後の組織の計画について
コーディネート機能を発揮する場合研究開発の段階によって方法が異なると考えられ
るので、基礎研究の場合の方法について調査したところ、図5－8に示すように、全体と
しては「研究者の自由な発想をできるだけ尊重している」との回答比率が高いが、民間企
業においては「状況によって異なった方法を採っている」との回答比率も高い。。
図5－8　　基礎研究の場合の考え方について
応用・開発研究の場合は、図5－9に示すように、大学においては「研究者の自由な
発想をできるだけ尊重している」との回答比率が高いが、公的研究機関及び民間企業にお
いては「社会的・経済的ニーズあるいは市場のニーズを十分考慮して、どちらかいえば「ト
ップダウンで推進している」との回答比率が高くなっている。
図5－9　　応用・開発研究の場合の考え方について
コーディネート機能の一つである研究開発戦略について調査したところ、図5－10
に示すように、公的研究機関及び民間企業においては「策定している」との回答比率が圧
倒的に高く、大学においては「現在のところ策定していないが、今後策定する計画である」
との回答比率が高くなっている。
図5－10　　研究開発戦略について
同様にコーディネート機能の一つである研究開発成果の評価について調査したところ、
図5－11に示すように、大学においては「評価は意識的には実施していない」との割合
が、公的研究機関においては「内部評価と合わせ外部評価を厳格に実施している」との割
合が、民間企業においては「主として内部で厳格に評価を実施している」との割合が高く
なっている。
図5－11　研究開発成果の評価について
50％
0％
同様にコーディネート機能の一要素である研究開発の実用化の考え方について調査し
たところ、図5－12に示すように、民間企業においては「研究開発に当たっては、常に
実用化を意識して推進している」との回答の割合が圧倒的に高く、公的研究機関において
も同様の回答が多いことが伺える。
図5－12　　研究開発成果の実用化について
（2）大学における現状
大学の場合、共同研究センターの設置、特許化支援事業等を行う技術移転機関（TLO：
TbchnologyLicensing Organi2：ation）の設置等が相次いでいる。例えば、北海道大学先
端科学技術共同研究センターでは、地域に密着したニーズに応えるため、産学官共同研究
推進事業を推進するとともに、新しいタイプのベンチャー・キャピタル「北大アンビシャ
ス・ファンド」に協力している。ただし、本ファンドについては、出資の実績が必ずしも
十分とはいえず、今後経験やノウハウの蓄積が課題となっている。このような共同研究セ
ンターにおいては、さまざまな機関のインターフェースとなるリエゾンを専任で設けてい
る例が増えつつある。このリエゾンには、幅広い専門知識を持ち、行動力がある教授ある
いは助教授が、その任を果たしているケースが多い。しかし、コーディネート人材の不足
は否定Lがたく、事務系のサポート部門の強化を含め、今後の課題は多い。
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（3）公的研究機関における現状
国立試験研究機関の場合、多くの機関で研究者を長とする企画室を設けており、この
部門が主としてコーディネート機能を果たしている。企画部門の長が事務系の場合、有能
な研究者が企画部門に併任されており、主たるコーディネート機能を果たしている。近年、
他機関との連携、研究成果の特許化等に関する業務が増大しており、総括コーディネータ
ーやサブ・コーディネーターを配置しつつあるが、特に、特許化に関わる人材の不足を深
刻に感じている。今後の独立行政法人化に向けて、国研の多くは、コーディネート業務が
増大するとの見込みを持っている。このような状況に対応するため、無機材質研究所等で
は、今後コーディネーターの数を増やし、その機能を研究者としての重要なキャリアパス
として位置づけようとしている。なお、無機材質研究所の運営評価においては、「これま
での無機材質研究所の優れた成果から考えると、将来において果たす無機材質研究所の寄
与は大きい」とする一方、運営における改善点として、「他の研究機関、大学、特に企業
との協力の強化」等が必要との指摘がなされている（平成10年2月9日「無機材質研究
所運営評価の結果について」）。また、民間企業の関係者の方々に対し、国研についてのイ
ンタビューを行ったところ、現状では総じて国研に対する期待はそれほど大きくなく、今
後国研の機能の抜本的強化が必要との指摘があったことは、十分に留意すべきと考える。
特殊法人においては、ビックプロジェクトの推進に当たり、研究者の能力、経験、資
質等を総合的に判断して、コーディネート機能を担わせている。特殊法人の場合、自らの
現状認識として、比較的豊富な人材を擁しているとしており、コーディネート人材の不足
感はあまりないが、若手研究者に魅力を抱かせる環境づくり、事務系人材の資質向上が、
今後の課題としている。なお、日本原子力研究所（以下「原研」という）が外部有識者に
よる評価を行ったところ、「原研は原子力の総合的中核機関としてよく機能し、成果を出
している」との評価を受ける一方、「原研の研究開発は、日本全体として調整すべきであ
る」、「原子力発電は、これまでは高品質、高信頼度の観点からコストをあまり気にしなか
ったが、電力供給の自由化、他電源との競合の時代になった今、原子力発電に競争力をも
たせ、コストダウンを図らないと原子力発電所が作れないという時代になるかもしれな
い」との指摘があった（「日本原子力研究所研究所評価委員会の評価結果について」）。ま
た、海洋科学技術センターが同様の方式で平成10年度研究課題評価を実施したところ、
進捗・達成状況等全般的に高い評価を受けたが、「開発におけるコストのバランスにもっ
と考慮すべき」との指摘がなされている（プレスレク資料「海洋科学技術センターにおけ
る平成10年度研究課題評価についての。一方、科学技術振興事業団では、ビックプロジ
ェクトというより「創造科学技術推進事業」、「戦略的基礎研究推進制度」、「さきがけ研究
21」等の独創的研究を積極的に推進している。このような独創的発想が重要な基礎研究
の場合は、独創性の発揮を阻害しないため、研究リーダーにできるだけ自由裁量権を付与
し、個人の能力を最大限に引き出せるよう、環境条件を整備するとの考え方を採用してい
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る。例えば「創造科学技術推進事業」では、研究責任者は、独創的発想、ビジョンを持つ
研究リーダーであるとともに、研究チームの構成、具体的予算・人員の配分等に責任を持
つコーディネーターでもある。この場合、科学技術振興事業団は、大味一夫技術展開部長
によれば、黒衣役に徹することとしているが、様々な機関に存在する研究人材にアンテナ
を張り、また豊富な人脈形成に努め、人材の発掘等に尽力している。
地域においては、すでに述べたように、コーディネート機能の重要性が認識されつつ
ある。ここでは、国の重点施策の一つとして積極的に展開されている「地域研究開発促進
拠点支援事業」の基本スキームを下図に示す。
図5－13　地域研究開発促進拠点支援事業スキーム
国と地域の協力
（役割分担）
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このようなスキームを活用し、例えば、北海道においては、これまでのアドバイザー
的役割にとどまっていたコーディネート機能を抜本的に強化し、また技術シーズを積極的
に発掘し、地域独自のニーズをマッチさせて新規産業を創出できるような、「広域ネット
ワーク型コーディネート機能」の構築を目指しているので、参考のため下図に紹介する。
図5－14
北海道における広域ネットワーク型コーディネート機能の構
国・道（施策）
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（出典）北海道庁資料
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ラム
なお、「ホクサイテック財団」とは、（財）北海道科学・産業技術振興財団の通称名である。
本中間報告書によれば、北海道はコーディネート機能の強化のため多大な努力を注ぎ、実
り豊かな成果をあげているものの、コーディネート人材が不足していることや地域におけ
るコーディネート文化（コーディネート機能を重視する社会的・文化的・精神的風土）の
育成が不十分であることが、今後克服すべき課題とされている。
（4）民間企業における現状
民間企業においては、個々の企業風土、研究開発戦略等によって、コーディネート機
能の果たし方は異なるが、これからは、個々の企業の独自性、個性が一層重要と考えるの
で、ここでは、あえて具体的企業名を上げっっ、現状をみることとしたい。
ソニー（株）政策渉外室担当部長森本博行氏によれば、井深大元会長からの社風であ
る具体的な製品開発のイメージが想起できるビジョンを明確にし、個々人の自由闊達な発
想を重視つつ、社としての目標に邁進するという気風がある。個々人の研究者は、自分の
考え方に基づき研究開発を実施するとともに、コーディネート機能の一つであるプレーイ
ング・マネージャーの役割をも果たす。全体の研究開発戦略、資源配分は専任の部署が行
う。現在、ハード開発にも力を入れているが、いかにしてサービスを付加し、トータルな
付加価値を高めるかが企業課題となっている。このような状況の中でソフト系の人材に対
する需要は高まっており、特に、数学を専攻した学生を積極的に採用している。この場合、
数学系の人材は個人主義的傾向が強いので、企業としての目標をどう共有させていくかが、
課題となっている。いずれにせよ、新規の事業展開等に当たりコーディネート機能の重要
性は高まると認識している。
花王（株）研究開発部門部長である桝田文八氏によれば、花王（株）の場合は、テク
ノロジー、プロダクトの開発だけでなく、長期的視点から基礎研究あるいは基盤研究を重
視しようとする考え方をとっている。同社の場合、プロダクトの開発を主眼とする商品開
発研究開発部門と商品開発に必要な基本コンセプト、基幹物質や基盤技術を開発する基盤
研究部門をマトリックス・マネジメントの考え方で、展開している。この手法では、ある
製品を開発しようとする場合、基盤研究部門に持ち込み、技術的アイデアを得る。基盤研
究部門の研究成果は、プロダクトの開発を主目的とする研究開発部門に活用される。この
ように、異なった性格を持つ部門間で常日頃積極的な交流に努めている。以下に、その概
念を示す。
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図5－15　　花王（株）における研究開発のマトリックス・マネジメント
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このマトリックス・マネジメントにおいては、入社1年目でも研究テーマを提案でき提案
者がどのような資源、どのような人材を集めるか指定できることとなっている。こうして
できたチームで熱心に議論し、いわば“カオス（混沌）の状態からコスモス（調和）を形
成していく”という考え方で研究開発を推進している。このような場面で、コーディネー
ト機能の充実が求められており、幅広い層からそのための人材を養成することが重要であ
るとしている。
三菱化学（株）常務取締役（横浜総合研究所所長を兼務）和田啓輔氏によれば、研究
開発マネジメントにおいては、以下の5つのポイントが重要であるとしている。
①戦略、企画
②市場、顧客へのアプローチ
アクシ ョンの世界
③自己の研究開発資源に対する冷厳な評価
④情報、知的財産のマネジメント
⑤研究実行プロセスのマネジメント
ポテンシャルの世界
プロセスの世界
同氏は、上記の考え方に基づき、研究開発のマネジメントの戦略、資源、市場、情報
の関係について、インタビューの際、わかりやすい模式図を提示されたので、参考のため、
以下に紹介する。
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図5－16　　研究開発マネジメントにおける戦略、資源、市場、情報について
（アクション）
（注）三菱化学（株）常務取締役和田啓輔氏が作成
また、R＆D（研究開発）の生産性について、事業における研究開発効果と研究開発
効率に関し、明快な定式を提示されたので、併せて紹介したい。
図5－17　　　R＆Dの生産性について
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R＆D成果
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Ⅱ
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（注）三菱化学㈱常務取締役　和田啓輔氏が作成
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この中で、同氏は、従来、研究開発効率の追求のみに目を向けた議論が多いとして、事業
展開における効果を含め、科学技術活動を全体的視点からとらえる必要性を強調している。
このような状況の中で、コーディネート機能の重要性は、益々高まっているとしており、
社内におけるコーディネーターの育成プログラムの開発、大学における実践的で問題解決
型の教育の強化が、今後重要であるとしている。
以上、民間企業の事例をみてきたが、いずれも、研究開発目標の具体的イメージが組
織構成員全員に共有できる戦略、個々人の創意が十分に発揮できるマネジメント等の必要
性を強調しており、また、これからの企業研究開発活動の展開にあたって、コーディネー
ト機能の強化が重要であるとの認識は共通している。
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6．コーディネ胃ト人材の現状
コーディネート機能と同様コーディネート人材についても、現状を把握するためアン
ケート調査を行った。本調査においては、コーディネート人材を、研究開発戦略の策定、
具体的な研究開発の企画・立案、研究開発成果の評価、研究開発成果の事業化（特許化を
含む）、他機関との連携、国際協力の推進、地域社会との協力等に携わる者（このような
業務におよそ2割程度以上専念している者）と定義した。
まずコーディネート人材の量的現状についてみると、図6－1に示すように、全体的
に不足感が強く、特に大学及び公的研究機関において量的不足が深刻であることが伺える。
図6－1　コープイトト人材の量的現状について
コーディネート人材の質的現状については、図6－2に示すように、産学官ともに「あ
る程度の質は確保していると考えている」との回答比率が最も高いが、「質的に改善の余
地があると考えている」との回答比率も高い。
図6－2　　コープイトト人材の質的現状について
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コーディネート人材と研究者とのコミュニケート方法については、図6胃3に示すよ
うに、「会議等のみならず日常的なコミュニケートに努めている」との回答比率が圧倒的
に高くなっている。
図6－3　　コープイトト人材と研究者とのコミュニケート方法について
中心的な役割を果たすコーディネート人材については、大学においては「ほとんどの
場合研究者が兼務として、その役割を果たしている」との回答比率が高いのに対し、公的
研究機関及び民間企業においては「職員の中から専任の人材を配置している」との回答比
率が高くなっている。
図6－4　　中心的なコ胃ディネート人材について
60％
コーディネート人材の確保については、図6－5に示すように、「研究者の中から、経
験、年功を重視しコーディネート人材を確保している」との回答比率が最も高いが、大学
においては「採用時に、コーディネート人材を専門家として意識的に確保している」との
回答比率も比較的高くなっている。
図6－5　　コーディネート人材の確保について
現在のコーディネート人材の処遇については、図6－6に示すように、「他の人材と同
様の処遇を与えている」との回答比率が高いが、大学においては「他の人材に比べ、それ
ほど処遇は高くない」との回答比率も比較的高くなっている。
図6－6　　現在のコーディネート人材の処遇について
75％
50％
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回答
今後のコーディネート人材の処遇については、図6－7に示すように、「従来と同様の
処遇になると考えている」との回答比率が高いが、大学及び公的研究機関においては「今
後処遇を高くしていきたい」との回答比率も高くなっている。
図6－7　　今後のコーディネート人材の処遇について
7．コ胃ディネート人材に求められる資質
コーディネート人材に求められる資質についてアンケート調査を行ったところ、図7
胃1に示すように、「幅広い視野ををもっていること」、「コミュニケーション能力、折衝
能力が十分であること」、「研究者をリードできる説得力あるビジョンをもっていること」、
「研究者と対等に対話ができるための技術的専門知識をもっていること」が高い割合を占
めていることが伺える。
図7－1　コープイトト人材の資質で特に重要と考えるもの（複数回答）
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このように科学技術活動において多種多様な機能を担うコーディネート人材は、幅広
い視野、優れた折衝能力、ビジョン提示能力、高度の専門知識等の優れた資質を有するこ
とが要請されている。このことに関連して、インタビューにおいて、特に、松下電器（株）
経営企画室技監松田俊介氏は、コーディネート人材の代表例の一つである“技術企画マン”
が具備すべき要件について、極めて具体的にかつイメージ豊かに提示されたので、以下に
列記する。
○企画マンの具備すべきリテラシー
・愛橋（愛橋がないと度胸がいる。）
・情報リテラシー
・英語
・主体者　　誰よりも自分が深く考えている。すばやく行動している。
○成功体験に溺れない
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「成功は自分のやり方にあった」と思わず、億倖と考え常に新しい策を捻出する
信長は「桶狭間」を成功と思わず億倖と考え、天下布武を果たした
○チアリーダー　　管理するな、励ませ
「社長（所長）はこう言っておられます」は、禁句
○思い付いたらすぐ探堀り
チャンスは貯金できない
○データをして語らしめよ
法則化せよ、まず数字に変えよ、哲学は後
○テクノロジーのアジェンダ
技術者にとって未来は予測するものではなく、創造するもの
発明者が未来を変える
○姿勢、能力
正直である
発表する機会を持つ
司会の能力
道に迷ったら、困難な方を選べ
足して2で割るごとき調整をするな、正しいことをせよ
市場は明日も開いている。今日の勝ち負けが永遠ではない
destination（目的地）を決めるな、direction（方向）を決めよ
設計者の視点でいつも物を考えよ
このように松田氏が提示している“技術企画マン”像が、コーディネート人材に求め
られる資質をほぼ網羅しているといえるだろう。その精神的資質を要約すれば、困難に
挫けない情熱、柔軟な思考、スピーディな行動力である。筆者のインタビューに応じて
いただいた方々は、このような資質を自ら体現する人々であったことが、強く印象に残
っている。ところで、松田氏も言及している信長について、秋山駿氏は「信長」という
著書の中で、その臨機応変に満ちた天才的戦略・戦術に関し、以下のように叙述してい
るので、これを引用しつつ本項を締めくくることとしたい。「戦術はまずあらゆる機会を
よく計算し、次に、偶然というものを、ほとんど数学的に、正確に考慮に入れることに
在る。この後の点についてこそは誤りを犯してはならない。そしてここでは小数点以下
の一つの数の多少によっても一切がガラリと変わらないとは限らない。ところで、この
ような科学と働きが一しょにはいっているのは天才の頭だけである。けだし創造のある
ところにはどこにもそのような科学と働きとが必要であり、そして確かに、人間精神の
臨機応変の働きの最大なのは、存在しないものを存在させる臨機応変の働きであるから
だ。それゆえ「偶然」は凡庸な精神の持主たちにとっては常に一つの神秘としてとどま
っているが、すぐれた人々にとっては一つの現実となる。」
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8．コーディネート人材の育成の現状
コーディネート人材の育成については、図8－1に示すように、「特別のプログラムは
なく、年功、経験を重んじている」との回答比率が圧倒的に高くなっている。
図8－1　コーディネート人材の育成について
コーディネート人材の養成に関し大学・大学院教育への期待については、図8－2に示
すように、「大学・大学院教育にはあまり期待していない」との回答比率が高いが、「コ
ーディネート人材を養成するため、大学・大学院の教育を抜本的に強化してほしい」と
の回答比率も比較的高くなっている。
図8－2　　コーディネート人材の養成に関する大学等への期待について
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コーディネート人材の養成に関し大学教育等で強化すべきものについては、図8－3
に示すように、「一つの専門分野ではなく、いわゆるダブル・メジャーの教育を充実する」、
「学際的教育を強化する」、「インターンシップ等の実践教育を充実させる」との回答比率
が高くなっている。
図8－3　　コーディネート人材の養成に関し大学教育等で重要なもの（複数回答）
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9．コーディネート機能・人材に関する海外の事例
欧米においては、我が国と比較して地域レベルのコーディネート機能が充実している。
ここでは、文献調査に基づきコーディネート機能・人材に関する海外の事例をみることと
したい。
（1）シリコンバレーの事例
米国は、一時の技術的停滞を脱し、今や情報・通信分野、バイオ・テクノロジー分野
等において、ハイテク・ベンチャー企業を綺羅星の如く輩出しており、技術力でも世界を
リードしていることは、衆目の一致するところである（モノづくりでは、今でも日本が世
界一であり、もっと自信を持っていい）。言うまでもなく、その代表例は、シリコンバレ
ーである。もちろん、人種構成、歴史、伝統等が異なるので、米国の手法を無批判に取り
入れることは慎むべきであるが、ここでは、今後のコーディネート機能・人材のあり方を
考える上で参考とするため、「シリコンバレー革命」（日本経済新聞社編）を引用しつつ、
その事例をみることとしたい。
サンフランシスコ市南部からサンノゼ市までの一帯が、シリコンバレーと呼ばれる契
機となったのは、スタンフォード大学のターマン教授からの資金援助を得て、当時大学院
生であったヒューレット氏、パッカード氏が共同で電子計測器メーカーを設立した1938
年からである。しかし、本格的にシリコンバレーとして繁栄するようになるには、60年代
を待たなければならなかった。この飛躍の引き金となったのは、50年代のトランジスタ、
さらにその後の半導体の発明であった。その後幾多の変遷があったが、フェアチャイルド
社、インテル社、アップル社等が誕生し、80年代には、サン・マイクロシステムズ社、シ
リコン・グラフィックス社、オラクル社、AMD社等が設立された。この間、日本企業の
攻勢を受けて一時苦境に陥ったこともあったが、現在では、ネットスケープ社等のハイテ
ク・ベンチャー企業を多数輩出し、情報・通信分野のメッカとも言うべき活況を呈してい
る。これの企業の特徴は、MPU（中央処理演算装置）、ネットワーク用基本ソフト等、
今後のマルチ・メディアに向けてグローバル・スタンダードとなる中核的技術を有してい
ることである。このようなシリコンバレーの繁栄を可能とした要因については、様々な要
素が絡み合っているといえるが、主要な要素としては、以下のように整理することができ
る。
・「大学は象牙の塔であるよりも、応用研究のセンターを目指すべき」という考え方を本
格的に実践しているスタンフォード大学の存在
・ベンチャー企業に対し資金提供を惜しまず、経営上のあらゆる問題を解決する手助け
を行うベンチャー・キヤピタリストの存在
・エンジェルと呼ばれる豊富な個人投資家の存在
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・カルフォニア大学バークレー校、サンノゼ州立大学のほか、コミュニティ・カレッジ
の集積
・カルフォニアの地域が醸し出している前衛的、革新的、ボヘミアン的な風土
このような要素の中で、スタンフォード大学の果たしている役割は極めて大きく、本
大学が生み出した人脈ネットワークが、ハイテク・ベンチャー企業創出の基礎となってい
るといっても過言でないので、本大学での取り組みの状況をみることとしたい。スタンフ
ォード大学では、大学を静態的な研究、教育の場とは考えない。企業経営の目的が企業の
市場価値を極大にすることにあるように、大学も市場での評価が最大となるように経営す
る。そのためには入学者の選抜から教授団の採用、カリキュラムの内容、募金活動などを
戦略的に展開する。教授たちも積極的に資金集めに係わり、象牙の塔にこもることはまず
ない。この傾向と関連するが、教授陣、研究者が学際的に活動する意欲は、非常に強い。
この気風が最も現れているのは、産学交流を目的とする「インダストリアル・アフイリエ
イツ・プログラム」（IAP）である。分野別に50弱のIAPがあるが、産学の研究会、
セミナーを開催しているとともに、教授団が企業を訪れ研究の指導を行ったり、助言して
いる。IAPは、企業と大学との間で濃密な人的ネットワークを形成するのに、決定的な
役割を果たしている。また、企業の側が学生の教育を引き受けるケースもある。スタンフ
ォード大学では、最良で最優秀な学生すなわち「ベスト・アンド・プライテイスト」を各
界から集めるとともに、学長自らも寄付集めに奔走する。また、取得した特許や技術情報
をプールして管理する学長直属の技術移転室を設け、政府や企業に積極的に売り込んでい
る。これによる収入は同大学の場合、一年間に四千万ドル弱にのぼる。このような取り組
みをみると、スタンフォード大学自体がベンチャー企業育成の上で、強力なインキュベー
ター、コーディネーターの役割を果たしているということができる。
また、見逃していけないのは、ベンチャー・キヤピタリストの役割である。サンドヒ
ルロード3000にベンチャー・キャピタリストが集中しているが、そのやり方は「ハンズ
オン（手から対象を離さない）」と呼ばれ、単に金を投資するだけで結果を見守る、とい
うのではない。技術的問題が持ち上がれば一緒に解決し、必要なら適切な技術者を連れて
くる。大学や研究所の指導も取り付ける。マネジメントの相談にも乗る。もっと資金がい
るなら共同研究者も募る。人材のリクルートも引き受ける。ベンチャー企業の役員にも加
わる。言うなれば、起業の育ての親の役回りを務める。これらベンチャー・キヤピタリス
トの投資の基本は、「人」への投資である。このようなベンチャー・キヤピタリストは、
起業家（シリコン・グラフィックス社のマクラッケン会長は、ベンチャー経営の真骨頂は
「スピードとカオス（混沌）」というのが持論）を支援し、経営上の諸問題に対処する広
い意味でのコーディネーターであるといえる。シリコンバレーの繁栄は、発想豊かな起業
家、スタンフォード大学の諸機能、ベンチャー・キヤピタリストの積極的な活動等が有機
的に融合することによって、もたらされていると考えられる（本稿は「シリコンバレー草
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命」（日本経済新聞社編）を筆者が選択的に要約）。
また、日本と米国では、人材の育成の仕組み、考え方がかなり異なる。米国では、そ
れぞれの分野のスペシャリストを積極的に養成する教育・社会システムが構築されており、
個々のスペシャリストは、特定の機関にこだわることなく、その能力が最大限に発揮でき
るよう、様々な機関を渡り歩くことを厭わない。また、個々人の専門知識は、大学教育に
おける専攻に限られず、社会に出てからも異なった専門知識、資格を得ようとする気風が
強い。米国建国以来の開拓者精神、プラグマティズムの考え方に加え、このような、多様
な機関での様々な経験の蓄積、いわゆるダブル・メジャーを重視する考え方等があいまっ
て、「協創」を実現させるスペシャリストとしてのコーディネーターが育成され、その活
躍の環境条件も整備されている。
（2）ドイツの事例
同様に、ドイツ、イタリアでも、地域において積極的な技術移転、新規産業の創出を
図る観点から、コーディネート機能・人材に関しユニークで示唆に富む試みを行っている
ので、（財）北海道科学・産業技術振興財団理事丸山敏彦氏の「産業クラスターの創造に
向けて地域の技術政策で考えること」を引用しつつ、まずドイツの事例を見ることとした
い。
ドイツのバーデンビュルテンベルク州は、大学、研究開発機関が数多くあり、これら
の充実する研究インフラを活用した産学連携による技術開発や技術移転等を通して新規産
業の創出の支援、州政府や各自治体の様々な産業政策等が重層的に推進され、同時に経済
団体や企業等の活発な取り組みが行われている地域である。それらの仕組みの中で、中核
的役割を担っているのがシュタインバイス財団である。
当財団は、1971年に設立されて以来10年間はそれほどの成果がみられなかった
が、1983年、大学からレーン教授を理事長に迎えたことにより大きく成長した（当初
のスタッフ3人から、現在約3500人）。シュトットガルトに本部を置く当財団は、現
在、国内外に約330ヶ所の技術移転センターを有し、プロジェクト数（コンサルタント
を含む）も2万件以上に及んでいる。研究開発プロジェクトの実施機関は当初財団本部で
あったが、現在はその90％を各地にあるブランチの技術移転センターで行っている。ま
た、当財団の本部は、プロジェクトの契約、経理等を代行することによって、各センター
に財団の信用を付与する等、広い業務にわたって高度のコーディネート機能を発揮してい
る。
当財団は、官からの独立性、ユーザーへの価値の創造を基本理念として、協力・協働
による運営（新開発・マーケテイング）等の方針に基づき、実践的役割を果たしており、
設立当初は運営費の40％は州政府からの助成であったが、現在その比率は1％未満で、
最近数年間の年間売り上げの伸び率は15～25％／年と高い水準に達している。
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各地センターの設立形態は、常勤ディレクターがいるケース、フリーランスのディレ
クターやプロジェクト・マネージャーが活躍するケース、あるいは会社組織となっている
ケース等、その形態は様々である。
このように、「移転の移転」（取ans缶r or取ans飴r）の実践によるフレキシブルで水平
的な組織づくりが、当財団の活力と効率性を生んでいるといえる。いずれにせよ、大学教
授等を主体としながら、地域産業政策の実践的活動を通して大きな成果をあげ、しかも「1
マルクの投資によって10マルクのアウトプットを出す」を社是ならぬ団是として実践し、
財政の独立性を確保していることは、注目に値する。
（3）イタリアの事例
前項と同様、「産業クラスターの創造に向けて地域の技術政策で考えること」を引用し
つつ、イタリアの事例をみることとしたい。
エルベット社のあるエミリアロマーニヤ州はイタリア北部に位置し、第3のイタリア
と呼ばれる新興地域で、中小企業の国イタリアにあって数多くの国際兢争力ある中小企業
が集積している代表的な地域である。この地域においては、多様な専門的中小企業が良好
に棲み分けているとともに、ネットワーク（相互依存関係）を形成しながら製品開発を行
っている。このように多層的な中小企業間ネットワークを媒介しているのがエンジニアリ
ング業と言われている。そのような中で、地域産業に対する技術移転で成果をあげている
のがェルベット・システムである。
エルベット社は地域内の中小企業を育成支援するために、1974年州政府によって
設立された非営利株式会社である。以後1980年から州内の技術力とグローバリゼーシ
ョン戦略の強化を図るため、エルベット社等の出資により、それぞれの地域に必要などジ
ネス支援センターの設立とネットワーク化に取り組んでいる。現在、州内には8つのセン
ターからなるエルベット・システムが構築されている。本システムにおいては、参加企業
は1000に及び、最近ではEUとの共同研究開発や地場産業の技術改善、さらにはEU
の職業訓練プロジェクトに積極的に取り組んでいる。
本エルベット・システムの大きな特徴は、州政府からの独立性や事業の効率性を担保
するため株式会社形態を採用していること、および産業政策遂行の総本山であるエルベッ
ト社が自ら中長期的な産業政策（ビジネスおこし）を立案し、これに基づき地域に必要な
センターを設立できる出資機能を有していることである。また、そのようにして設立され
たセンターは会社組織としての独立採算性を求められており、当初はエルベット社に対す
る依存度が高かったものの、時間の経過とともに自立性を強化している。また、本システ
ムでは、プロジェクトおこしのコーディネーター役として採用されるコンサルタントはフ
リーランサーが多く、人材の流動性が高い等の点で、効率的な組織となっている。
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（4）フィンランドの事例
筆者が北海道大学先端科学技術共同研究センター助教授荒磯恒久氏にインタビューを
行った際、同氏からフィンランドにおける実践について記述した「オーロラの舞い降りる
テクノポリス」を提供いただいたので、同資料に基づき、オウル市の試みについてみるこ
ととしたい。
北部フィンランドの中核都市オウル市は、人口11万人、周辺の町を入れても16万
人の地域である。ここに、オウル大学と国立技術センター（VTT）を核にして100社
を超える企業の研究部門、2000人の就業者で構成するテクノポリスが生まれている。
オウル市にアスポェレクトロニクスという会社が設立されたとき、設立者が「オウル
市はシリコンバレーに比べるとまるで眠っているようだ」と指摘したこと等を受けて、オ
ウル市と政府系金融機関の幹部が、オウルの地に産業の「戦略」を立てることを提案した。
オウル大学、VTT、政府系金融機関、労働省などが中心となり「テクノポリス創設」を
目指した委員会が発足し、ターゲットをエレクトロニクスに絞り込んだ。綿密な議論のも
とに、あるべき最前の姿を描き、その実現には何が必要かを熟考した。必要なものはどう
すれば得られるのか、その方法を設定し、産学官が役割をあるときは分担し、あるときは
融合して一つの目標に迫っていった。
しかし、1984年までの試みはまだ不完全であった。企業の研究機関と大学やVT
T間の「人」の交流・連携を進める点に弱さがあった。1984年オウル市は、さらに具
体的な産業ビジョンを描き、大学を引き付け組み込んで、また企業人を加えたプロジェク
トを策定・実行することを目指した。そのためにオウル大学在籍者から民間と大学をつな
ぐ人を選び、3年間市が給料を支払って、産業に結びつく大学内のアイディアを調査しは
じめた。これがオウル大学「リサーチ・サービス・ユニット」の始まりである。
他方、1985年に、産学官の連携の実をあげるため「人」の交流を促進し、起業化
のため専門的に投資する「テクノビレッジ社」が生まれた。しかし、この会社は基礎が弱
く十分に機能しなかったため、1994年に本格的なベンチャー・キャピタルである「テ
クノベンチャー社」として生まれ変わり、研究開発段階に投資する「オウル・テック社」
と合わせ、名実ともに「テクノポリス」機構を完成させるに至った。
オウル市では、起業化の促進のため、様々な形態の研究資金援助がある。起業以前の
アイディア段階では、オウル大学のテクノセンターが研究・資金・ユーザー三者の連携を
とり製品開発のアドバイスをすると同時に、研究資金援助も行う。起業の後必ず訪れる収
支マイナスの期間（死の谷）に対しては、オウル・テック社がこの谷を少しでも浅く短く
するために投資する。ここでは経営に対する様々な援助も行う。この段階には、政府の通
商省からの援助あるいは援助型の投資もある。成長期には、テクノベンチャー社や通商省
からの投資がある。ちなみに、荒磯助教授によれば、日本では、いわゆる“死の谷”の期
間における審査ノウハウが欠如していること、重層的な資金援助システムが弱体であるこ
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と等のため、ベンチャー・キャピタルが十分な実績をあげられていないとのことである。
「偶然」そのものを人間は予測することができないが、「偶然」の現れる頻度を高める
ことはできる。オウル市においては、このようにテクノポリスを充実させ、その背景にあ
るサイエンスのレベルを向上させ、高度に独創的なアイディアを生み出す頻度を高くさせ
る努力を積み重ねている。オウル大学では、リエゾン機能やインキュベーション機能を充
実させるほか、大学研究者と企業人の意識の差を縮小させることにも力を注いでいる。相
互に理解しようとする姿勢が意思の疎通を促進し、共通の認識を培い実り豊かな「偶然」
を促している。オウル・テック社は、資金投資のほかに技術の産業化、インキュベーター、
経営コンサルタントなどの多面的な活動により、シーズ保有者が活躍できる環境を設定し
ている。これらの努力と、テクノポリスにおける人材の集積が、相乗的に「出会い」と「偶
然」の誕生を加速している。
上記のように、コーディネート機能・人材に関し、米国、ドイツ、イタリア、フィン
ランドの事例をみてきたが、我が国においても、従来の終身雇用制度、教育制度等の弊害
を打破するために、近年、任期付任用制度、年俸制の導入、個性の発揮を重視した教育改
革、学際的学科の新設、新産業の創出のための枠組みづくり等が行われつつある。しかし、
いずれもまだ緒についたばかりであり、今後、海外の事例を参考としつつも、日本独自の
伝統、風土に適合した新しいコーディネート・システムを確立していくことが求められる
だろう。その際、有能なコーディネーターを育成するため、“実践”志向の大学教育を強
化するとともに、社会人教育の強化を通じたダブル・メジャーの獲得等により、問題解決
型の人材育成が奨励されるべきと考える。
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10．コーディネ胃ト機能の強化、人材の育成・確保のため今後とるべき方向
性
上述したような文献調査、インタビュー調査、アンケート調査に基づき、また筆者の
これまでの行政官としての経験、さらには個人的な読書経験等を踏まえ、多様なレベルの
コーディネート機能・人材に関し今後とるべき方向性を述べることとしたい。本件に関す
る具体的施策は、産学官において現実の状況を勘案しつつ主体的に講じるべきと考えるの
で、ここでは基本的方向性を叙述するにとどめたい。
（1）コーディネート機能の重要性に対する認識の醸成及び今後の科学技術政策にお
ける本機能の明確な位置付け
従来の“科学技術人材”については、直接の研究開発実施機能を担う研究者・技術者、
あるいは研究支援者に限定する考え方が支配的であり、科学技術人材政策や調査研究も、
研究開発実施機能に着目したものが多かった。しかし、上述したように、総合的な科学技
術活動の展開のためには、多様なコーディネート機能が十分に発揮される必要があり、本
機能を担う人材の育成・確保が、今後の重要な課題となっている。
コーデネート機能の現状を概観すると、それぞれの研究機関で実状に応じて本機能が
発揮されているといえるが、コーディネート機能は、得てして労多くして報われずという
風潮があり、研究者がコーディネーターに転身することとなった場合、格下げとみられる
傾向がなきにLもあらずであった。また、海外の先進的事例と比べると、日本は総じてコ
ーディネート文化が十分に醸成されているとは言い難い。すでに述べてきたように、「モ
ード2」の時代において、「コンフィグレーション」、「コラボレーション」が不可欠とな
っており、コーディネート機能の重要性はますます高まっている。このような状況に対応
するた釧こは、コーディネート機能の重要性に対する明確な認識に基づき本業務を正当に
評価し、コーディネート人材の育成・確保を図りつつ、コーディネート文化を形成してい
く必要がある。
また、コーディネート機能・人材に関する施策は、これまでの科学技術政策において
地域科学技術政策を除き十分に考慮されていなかった。今後、総合的な科学技術人材政策
や産学官連携政策の実効性ある展開を図るため、将来の科学技術政策の基本方針を策定す
るに当たり、コーディネート機能・人材に関する施策を明確に位置づける必要性があると
考える。
（2）集団的創造性を高めるため“協創”的協力関係の構築へ
すでに述べたように、今後のコーディネート機能については、「コンフィグレーショ
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ン」、「コラボレーション」をいかにして効果的に実現し、集団的創造性を高めるかという
ことが鍵となっている。ところで、集団的創造性の発揮が求められるのは、科学技術活動
に限らない。誰もが真っ先に思い浮かべるのは、映画、演劇、オーケストラ、バレエなど
であろう。これらの総合芸術は、有能な個々人が、それぞれの役割に応じて協創的関係を
構築することにより、創造される。
科学技術活動における集団的創造性のあり方は、これら総合芸術と本質的には同様と
考えられる（科学技術は世界の共通言語であり、総合芸術の代表例の一つである映画も同
様である）。映画理論史上画期的な名著といわれる「視覚的人間」（ベラ・バラージュ著、
佐々木基一・高村宏訳）を読むと、“個々の瞬間の欠落がない連続性を必要とする”映画
芸術は、監督の明確な哲学、綿密な計画・手法の下で、原作者、脚本家、俳優、カメラマ
ン、セット美術家など（無声映画の時代の理論なので、音楽家は含まれていない）の創造
的相互作用の中から生み出されることが良くわかる。映画監督は、総合芸術のリーダーで
あり、創造的「コラボレーション」のコーディネーターでもあるといえる。
このような総合芸術と同様、今後の科学技術活動については、集団的創造性をいかに
して高めていくかが鍵となっている。ところで、日本は、集団的活動に秀でている、とい
う世界的評価を得ている。いわゆる「チームワーク」に優れているという日本の長所であ
る。しかし、従来の考え方による「チームワーク」では、集団的創造性は十分に発揮でき
ないと考える。従来の集団的活動は、画一的行動規範に基づく分業が主であり、個人は集
団に埋没する傾向が強かったといえる。これからの「コンフィグレーション」あるいは「コ
ラボレーション」のた桝こは、構成員一人一人の個性を尊重しつつ、その能力を最大限に
発揮し、全体としての創造性を高めていくことができるよう、新しい組織のあり方、人材
育成のあり方を探求する必要があるだろう。そのためには、「コラボレーション入門」（奥
山哲哉、青木弘一、田中信著）によれば、“異質を排除せず積極的に受け入れる雰囲気作
ダ’、“全員専門家にふさわしいワークスタイルの確立”、“共同活動の中で新たな発見を導
き出す「コラボレーター」の育成”が重要であるとしている。参考までに、「チームワー
ク」と「コラボレーション」の対比を、同著から引用する。
図10■1　rチームワーク」とrコラボレーション」
●自己顕示欲を断念して黙々と自分の任務に邁進すること
●チームの構成メンバー以外は出入りを極力避ける
●自分ができることをわきまえ、「できること」以上には
手を出さないこと
●自分の利益をチ胃ムの利益に先行させないこと
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●知識・経験の違いによる個人（個々の企業）の主張、
意見を尊重する
●必要に応じて最適の専門家にスポット参画してもらう
●メンバーの間の上下意識を排除し平等を尊重する
●リーダーとメンバーといった構図ではなく、対等、
イコールパートナーシップ
（出典）「コラボレーション入門」
科学技術活動に当てはめて考えると、専門家は研究者だけでない。研究支援者も、余
人をもって代え難い、誇り高きその道のスペシャリストにならなければならない。企画、
人事、経理等の部門も、プロフェッショナルとしての能力、進取の精神、気概を持たねば
ならない。そして、明確などジョン及びたくましい行動力を持ち、視野が広く、多様な人
間関係に配慮できるコーディネーターを育成していかなければならない。科学技術活動に
おいても、このような個々人が有機的に融合することによって、集団的創造性を高めるこ
とができる。このことを実現するためには、まず科学技術活動を全体的視点からとらえ、
それぞれの機能を担う個々人を適切に評価・処遇する必要がある。ちなみに、アカデミー
賞は、衆知のとおり、監督、主演俳優、脚本家のみならず、制作者、助演俳優、セット美
術家、撮影家、作曲家、衣装デザイナー、音響家、メイクアップ・アーティスト、特殊効
果技術者等にも授与される（授賞式自体が、参加者全員の「協創」による見事なエンター
テインメントである）。科学技術活動についても、少なくとも、それぞれのスペシャリス
トの意欲を喚起し、優れた業績を称えるような、新しい時代に相応しい報奨システムの導
入の検討が必要となるであろう。
（3）公的研究機関におけるコーディネート機能の強化（本機能を任務として明確に
規定する必要性等）
近く、国立試験研究機関は独立行政法人に移行することとされているが、単に制度を
変えることで事足りるのか、筆者は大きな疑問を感じる。国研の今後のあり方を考えるに
当たり、ここで、もう一度過去30年程度の科学技術政策の変遷を、簡単に振り返ってみ
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たい。高度成長時代の後、エネルギー危機、環境問題の悪化等社会的問題の深刻化に対処
するため、1970年代は、「諮問第5号「1970年代における総合的科学技術政策の
基本について」に対する答申」（昭和46年4月21日科学技術会議）に示されているよ
うに、社会的・経済的ニーズに対応した科学技術の推進が、主たる目標であった。この時
代は、基礎研究は、それほど奨励されていなかった。1990年代に入ると、特に対米貿
易摩擦が激化し、米国から日本は“基礎研究ただ乗ダ’との批判が巻き起こったこと等も
あり、「諮問第18号「新世紀に向けてとるべき科学技術の総合的基本方策について」に
対する答申」（平成4年1月24日科学技術会議）に示されているように、基礎研究重視
へとシフトした。近年は、特に経済の活性化が国家的命題となっており、独創的研究を重
視しつつも、新産業の創出等社会的・経済的課題の解決に資する科学技術の推進が、大き
な目標となっている。
それぞれの時代の要請に応じて、科学技術政策の重点が変化するのは、ある意味で当
然であるが、このような時代の変遷の中で、国研は存在意義を高めてきたと言えるのであ
ろうか。時代の流れに、政府の施策の変遷に、ただ身を任せてきたという側面がなかった
と言えるだろうか。もちろん、世界に冠たる成果を挙げている国研もあるが、総体として
みた場合、すでに述べたように、日本全体の中での地位が低下しつつあると言わざるを得
ない。最大の問題点は、国研それぞれの独自性、個性、主体性が見えないというところに
あると考える。このような状態に至ったのは、国家行政組織の一部として課せられる一律
的な定員削減、過剰な規制等が大きな要因になっている。独立行政法人化は、このような
状況を打開するために、幅広い自由裁量権を付与することを主眼としているが、この枠組
みを実効あるものとしていくためには、それぞれの国研が、政府の方針を受け身に待つの
ではなく、自己の持つ伝統、長所、短所を虚心坦懐に見据え、新しい枠組みの下で、いか
にして独自性を発揮して、研究開発の先導者としての役割を果たしていくのか、主体的に
自らの戦略（抽象論にとどまるのではなく、具体的イメージを組織構成員全員が共有でき
るような戦略）を構築していかなければならない。
このように国研は独立行政法人の枠組みの利点を最大限に生かしつつ、先導的・基盤
的研究開発、社会的・経済的ニーズに対応した研究開発を強化することが求められている
が、単に研究開発実施機能にとどまっていいのか、今後十分に検討する必要があると考え
る。国研の研究者数は、国全体の中では非常に少なく、現在のように、任務規定において
研究開発実施機能に限定される場合、大学と民間企業の狭間で埋没する恐れなしとは断言
できないだろう。産学官連携の強化が益々重要となる中、これからの国研（独立行政法人）
は、異なった機関を主体的に束ねることができる強力な接着剤となれるよう、共同研究開
発を先導するコーディネート機能を主要な任務の一つとすることが必要と考える。現在、
国研は、産学官連携を強化しつつあるが、金属材料技術研究所の「新世紀構造材料プロジ
ェクト（超鉄鋼材料プロジェクト）」等を除き、多くの場合、限られた領域での分担研究
にとどまり、例えば、映画監督、プロデューサーの役割にみられるように、協創的関係の
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構築を主導しているとは言い難い。今後は、大学、民間企業等が国研に魅力を感じ、進ん
で国研との共同研究を申し入れるという状況に変えていかなければならない。そのために
は、研究開発ポテンシャルを一層向上させるとともに、新しい任務規定においては、コー
ディネート機能を国研の主要な柱の一つとして位置づけ、大学、民間企業等に存在する様々
な技術シーズ、技術ニーズに対し鋭敏なアンテナを張り、積極的なコーディネート機能を
発揮できる仕組みを構築することが、今後の課題と考える。
ビックプロジェクトの推進を主たる任務とする特殊法人においては、例えば理化学研
究所と日本原子力研究所が共同で開発した大型放射光施設「Spdng－8」が優れた成果を挙
げっっある。本プロジェクトは、（財）高輝度光科学研究センター副理事長上坪宏道氏を
中心とする協創的関係が良好に構築された事例といえる。また、宇宙開発事業団は、信頼
性を高めつつロケットの開発、打ち上げコストを大幅に低減し国際競争力を高めることを、
最重要目標の一つとして推進している。しかしながら、特殊法人を総体としてみると、こ
れまで自主技術の開発を強調するあまり、他機関の持つポテンシャルをできるだけ活用す
るという志向があまりなかったと考える。また、技術の論理のみで展開することが多かっ
たといえる。コーディネート機能も、問題が生じたときその場その場を切り抜けようとす
る受け身型のものであったと言わざるを得ない。現在、巨額の研究開発投資に見合う成果
が厳しく評価される時代となっており、研究開発段階と言えども、コスト意識を重視した
効果的・効率的マネジメントの確立が要請されている。ビックプロジェクトの今後の方向
性を考えるに当たり、筆者は、米国航空宇宙局（NASA）の「マーズ・パスファインダ
ー計画」（火星探査計画）から、多くの教訓を得るべきと考える。本計画では、若手研究
者の独創的発想を重視しつつ、コスト削減の徹底化のため、新技術の開発のみならず、旧
技術でも目標に合致するものは積極的に取り込み（例えば、耐熱シールドとパラシュート
には「バイキング」のものを借用）、宇宙開発としては低予算で画期的成功に導いた（「ニ
ューズウイーク日本版1997年7月16日」）。いわば、組み合わせの妙である「コンフ
ィグレーション」が、見事に機能した事例と言える。このように、今後、特殊法人におい
ては、内外の研究機関、民間企業等の優れたマネジメント手法を積極的に取り入れ、また、
鋭敏な経営感覚をも持つコーディネート人材を主体的に育成し、積極型のコーディネート
機能が発揮できるような仕組みを作り上げていく必要がある。
地域では、既述したように、産学官連携を効果的に行うためにコーディネート機能の
強化を主眼とした地域研究開発促進拠点支援事業が国の支援の下に積極的に推進され、新
技術コーディネーターが中心的人材として活躍しているところであるが、今後地域におけ
る自立的推進の基盤を整備するため、コーディネート人材群を一層厚くするとともに、企
画機能の強化等を図る必要がある。また、地方公設試験研究機関が各種共同研究事業の実
質的な中核となれるよう、研究ポテンシャルの一層の向上、流動性の促進等を図ることが
望まれる。
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（4）コーディネート機能を担う中核的機関の育成の必要性
米国のシリコンバレー、ドイツ、イタリア、フィンランドの先進的事例にみられるよ
うに、特に適切な技術移転、新産業の創出を効果的に実現していくためには、大学、国立
研究機関、財団、多種多様な企業、ベンチャー投資会社などが一定の規模で集積している
ことが必要である。また、スタンフォード大学、シュタインバイス財団、エルベット社、
オウル大学にみられるように、科学技術集積地において広義の意味でのコーディネート機
能を担う中核的機関の存在が不可欠である。
日本の場合、いわゆるサイエンス・アンド・テクノロジー・パークとしては、筑波研
究学園都市、関西文化学術研究都市などがある。しかしながら、技術移転や新産業創出を
推進する機運が最近高まっているものの、それらの機能を担う中核的機関が十分育成され
ているとは言い難い。中核的機関は、いうまでもなく一朝一夕にできるものではなく、明
確な戦略、高度の科学技術ポテンシャル、濃密な人脈形成、多様な資金供給システムなど
があいまって可能となるものである。また、組織のあり方についても、大学、財団、株式
会社等多様な形態がある。いずれにせよ、今後海外の先進的事例を参考としつつ、日本の
実状に即した中核的機関のあり方について、衆知を結集して検討する必要があるだろう。
その際、政府は中核的機関の育成に資する社会的インフラを整備し、適切な段階で官から
の自立性、独立採算性を奨励することが重要となろう。
（5）“実践的知”と“理論的知”を統合した大学教育の強化
既述したように、コーディネート機能は、極めて多岐に渡り、発想力豊かなビジョン、
幅広い専門知識、優れた交渉能力等を必要とし、それらは、長年の職業経験を経て培われ
るのが通例であるので、大学教育（大学院教育を含む）のみにコーディネート人材の育成
を期待することはできない。しかし、今後のコーディネート機能の重要性を考えると、ア
ンケート調査結果にも示されているように、大学教育の段階においても、本機能を担うに
ふさわしい素養を酒養することも重要な目標の一つとして、教育の充実を図る必要がある
と考える。
近年の大学教育の動向をみると、従来の専門分化の行き過ぎへの反省から、新たな考
え方による専門学科の再編成、文理融合を目指した学際的学科の新設等が相次いでいる。
特に、学際的教育については、コーディネート機能の強化の観点からも、今後各大学にお
いて、一層内容の充実を図るための取り組みが期待されるとともに、カリキュラムのあり
方等に関し、幅広い視点から調査研究を展開する必要がある。その際、学際的学科も、一
つの固定的なディシプリン（専門領域）となることがないよう、十分な配慮と工夫が必要
となるであろう。このように、筆者は、幅広い知識の習得を目指した学際的教育の重要性
を認識しつつも、「モード2」の時代においては、“アプリケーションのコンテクストで進
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められる知識生産”を重視する必要があるので、このような時代に対応したコーディネー
ト人材の育成という観点からは、学際的教育だけでは必ずしも十分とはいえない。したが
って、ここでは、“実践的知”と“理論的知”を統合した大学教育の強化を提起したい。
本間題を考察するに当たり、そもそも“知”あるいは“知る’’とは何か、という根源
的な問いかけをする必要がある。筆者は、科学哲学の名著の一つとされる「暗黙知の次元」
（マイケル・ボラニー著、佐々木敬三訳）に深く共鳴したので、多少長くなるが、“知”
のありようについて、筆者の視点から同著を選択的に引用することとしたい。
我々はある人の顔を、千あるいは一万もの顔と区別して認知することができる。しか
し、それにもかかわらず、我々が知っている顔をどのようにして認知するかを、ふつう我々
は語ることができない。つまり、我々は語ることができるより多くのことを知ることがで
きる、という事実を示している。ゲシュタルト（形態）心理学によれば、我々が外見的な
特徴を認知する場合、このように、部分的な個々の細目については明確に語ることができ
なくても、我々はそれら諸細目について感知していることを統合して全体的特徴を知るこ
とができる、とされている。ゲシュタルトは、我々が知識を探求するときに経験を能動的
に形成する活動の結果として成立する。人間が知識を発見し、また発見した知識を真実で
あると認めるのは、すべて経験を能動的に形成、あるいは統合することによって可能とな
る。この能動的形成、あるいは統合こそが、知識の成立にとって欠くことのできぬ偉大な
暗黙的な力である。統合の中でも最高の形式のものが、科学や芸術の分野での天才がもつ
暗黙的な力に見られる。そのつぎに、やや地味な形式と考えられる、名医の診断技術をあ
げることができる。この技術には、「何であるかを知る」（kn0wingwhat）と「いかにし
てかを知る」（kn0winghow）の両方が見られる。知識のこのこつの側面はたがいに類似
した構造をもち、また、一方がなければ他方は存在することができない。このように、「知
る」という場合はいつも、実践的な知識と理論的な知識の両方を含めて考えなければなら
ない。また、知的であろうと実践的であろうと、外界についての我々のすべての知識にと
って、その究極的な装置は我々の身体である。この意味で、ある事物を暗黙知として機能
させるときには、我々はそれを身体の内部に統合し、あるいはそれを包含しうるように身
体を拡大し、結局我々は、その事物の中に潜入する（dwellin）ようになる、ということ
ができる。このような潜入は、科学の分野の活動において、自然を理解するための理論を
内面化することを意味している。ある科学についての真の知識は、それを用いる我々の能
力の中に存在している。次に、発見という行為について考察する。発見は、問題について
の、かくれたなにものかに対する手がかりを与えるかに思われるあちらこちらの断片につ
いての、孤独な内感で出発する。それらは、まだ知られぬあるまとまりをもった存在の、
諸断片をなしているように見える。この漠然とした見通しは、個人的な執着へと転化され
なければならない。我々を鞭うち、導くこの執着は、だれも語ることのできないあるなに
ものかに対する執着である。その内容は定義することができず、不確定であり、厳密に個
人的である。研究中の科学者の推測は発見を求める想像から生まれる。想像は、さまざま
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な源からその創造的な推進力を得る。しかし、科学者の推測や予感は、大きな賭けを含ん
でおり、彼の模索は重大な決断を必要とする。このような科学的探求における責任ある選
択は、科学者自身が行う行為であるが、この行為は高度に個人的であるにもかかわらず、
そこにはいかなる気ままさも存在しない。独創性にしても、それはあらゆる段階で、人間
精神の内部に真理の成長を促進させるための責任感により、制御を受けている。その自由
とは完全な奉仕である。
このようなマイケル・ボラニーの理論は、若くして物理化学の領域で優れた業績をあ
げた経験に基づく、科学に対する深い洞察力と透徹した哲学的精神から生み出されたもの
であり、何らかの形で知的活動に携わる人々は常に原点とすべきと考える。コーディネー
ト人材の育成に当たっても、本理論は、今後の方向を指し示す重要な指針となるであろう。
すなわち、“実践的知”と“理論的知’’を統合化し、内面化することを追求しなければな
らない。
このような思想に立脚するならば、“大学は象牙の塔である”という、今日でも牢固と
して一部に残っている考え方は、たちまち色槌せることであろう。現代においては、大学
は専門知識の生産のみならず、現実の社会・経済に対する知的貢献が強く要請されており、
スタンフォード大学、オウル大学の事例が示唆するように、特に、“理論的知”に裏打ち
された“実践的知”の教育を強化することが不可欠となっている。北海道大学先端科学技
術共同研究センター助教授荒磯恒久氏も、大学と特に中小企業との橋渡し役を務めてきた
豊富な経験に基づき、大学教育においても、“実践的知”の“刷り込み”の重要性を強調
している。同氏は、北大の努力は実りつつあるものの、大学のリサーチと企業のビジネス
の間では、いまだに大きなギャップが存在すると率直に語っている。大学は、中小企業の
悩みに耳を傾け、何が貢献できるかを真筆に考えるべき、と言う。学生に対し、このよう
な姿勢を植え付けるには、ある現実的な課題を学生のアイデアに配慮しつつバーチャルな
空間（例えば小人数のセミナー）で設定して、多種多様な専門知識を動員し、必要ならば
学外の専門家の能力をも活用し、問題解決に努めながら、“実践的知”を内面化させるこ
とが重要であるとしている。その際、大学人と企業人などが共同してカリキュラムを開発
することも必要となるであろう。また、“理論的知”と“実践的知”を統合させ、幅広い
視野をもつ人材を育成していくた桝こは、多様な専門知識を修得することが重要であり、
いわゆるダブル・メジャーの取得を奨励する必要がある。今後このような方向で大学教育、
社会人教育が強化されることが望まれる。
（6）コーディネート人材育成に資する体系的プログラムの確立
既述したように、コーディネート人材は、長年の職業経験を経て培われる場合が多く、
優れた資質を有する研究者が一定の経験を蓄積してコーディネーターとなることが多い。
この場合、企業などにおいては、コーディネーターの育成に積極的に努めているが、全般
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的にコーディネート人材の不足感は強く、またその育成についても、経験則に頼っている
のが実状であり、体系的なコーディネート人材の育成が図られているとは言えない状況に
ある。今後の科学技術活動の展開に当たってのコーディネート機能の重要性を鑑みると、
コーディネート人材の量的拡大を図るとともに、東北大学未来科学技術共同研究センター
副センター長・教授井口泰孝氏も指摘しているように、本人材のさらなる質的向上のため
体系的・総合的な育成プログラムの開発が必要と考える。このためには、産学官の優れた
経験を相互に交流し合うなど、衆知を結集して取り組むことが重要である。また、外部の
人材を適切に活用する工夫も必要である。このような視点から、例えば一つの案として、
育成プログラムの考え方について以下に述べることとしたい。
図10－2　コーディネート人材の体系的育成プログラムに関する一つの考え方
求められる資質 （代表例）
戦略、企画 ・立案
研究の実施プロセス
研究成果の権利化
研究成果の事業化
他機関との共同研究
国際協力
地域との協力
・具体的イメージが想起できるビジョン提示力
・全体に対する目配り
・様々な意見に耳を傾けるとともに、それら
を主体的に判断する能力、忍耐力
・特許、法律に関する専門知識
・技術に対する目利き
・独創的な発想力
・鋭敏な経営感覚
・他機関のポテンシャル、風土に対する正確な認識
・たくましい行動力
・英語力、プレゼンテーション能力
・国益、企業目標を体現して交渉できる能力
・地域のシーズ、ニーズに対する鋭敏な感覚
・たくましい行動力
育成プログラムの考え方
・コーディネーターを専任とする人材の積極的な育成
・コーディネーターの役割を研究者のキャリアパスの一つとして　明確に
位置づける
・育成手法について、異なった機関間での積極的な情報交換
・特許化等に関する業務に関し、適切なアウトソーシングの実施
・コーディネート人材の処遇の技本的向上
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（7）コーディネート機能・人材の充実に資する社会的・文化的・経済的条件の整備
今後コーディネート機能を抜本的に強化し、コーディネート人材の活躍の場を拡大し
ていくためには、上述したことに加え、さまざまな社会的・文化的・経済的除路を克服し
ていく必要がある。
例えば、研究開発成果の事業化の例をとりあげると、特に米国の場合、制度的に確立
された金融・証券機関のみならず、個人の鴬志家が長期的かつ潤沢なベンチャー・キャピ
タルの供給を行えるさまざまな条件が整っている。また、これらの篤志家は、ベンチャー
起業家の種々の相談に親身に対応する気風がある。このように、米国においては、社会的・
文化的・経済的諸条件が整備されていることが、特に新規産業の創出させる豊かな土壌と
なっており、我が国おいても、総合的・長期的視点から社会的・経済的環境を改革してい
くことが求められているといえる。
また、コーディネート人材を育成していくためには、研究者と同様、流動化を促進し
ていく必要があるが、「若手研究者・研究技術者の確保、活用等に関する懇談会報告書」（平
成11年4月）でも指摘されているように、年金制度、退職金制度等の見直しなどさまざ
まな陸路を解消することが重要であり、今後幅広い視点から十分な検討が期待される。
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11．むすぴ
朝日新聞社の編集委員である清水克雄氏は、「「等身大のカリスマ」たち」（1999年3
月27　日朝日新聞）の中で、現代の日本は、“漂流、自信喪失、悲観主義。様々に表現され
る社会の停滞”に陥っていると言う。このような中で、特に情報化社会の進展によって、
“日本人の自己は空虚になっている’つ「「空虚な自己」の時代」（影山任佐著）と指摘して
いる。もちろん、従来とは異なるユニークな発想をもち国際舞台で活躍している日本人の
出現、時代を先取りした制度の構築等が一部では見られるものの、現代日本を覆う精神的
状況は、経済の停滞等もあり、自信喪失、悲観主義である。このような風潮は、科学技術
活動にも影響を及ばざるを得ない。「科学技術基本計画」では、研究開発投資を5年間で
倍増することを、主要な目標の一つとして掲げているが、科学技術活動全体として、特に
米国と比較すると“元気がない”という状況は否めない。例えば、文部省統計数理研究所
が1999年3月に発表した「国民性の研究　第10次全国調査」でも、「不況の影響下
で国民全体が自信を失っている」と分析しており、科学技術水準についても、マイナス評
価は前回調査の3％から11％に増加している（統計数理研究所「国民性の研究　第10
次全国調査」平成11年3月）。また、スイスの非営利機関であるIMDが1998年に
行った国際競争力に関する国際比較調査結果をみると、科学技術力については、日本は米
国に次いで世界第2位を維持しているが、前回の調査に比べ米国との差は1：2から1：
4に拡大し、その中で技術マネジメント及び研究環境が相対的に低いレベルに止まってい
る（IMD「TheWbrldCompetitiveness％arbook1998」）。このような状況を踏まえ、筆
者は、日本が科学技術活動においても、再び元気を取り戻すためには何が必要かという問
題意識から、コーディネート機能・人材に焦点を当てた調査研究を実施してきた。
すでに本報告書において述べてきたように、今後科学技術活動を活性化していくため
には、悲観主義でもなく、また現実離れした楽観主義でもなく、具体的事実に基づいて、
現状の科学技術活動全体に対し冷徹な自己点検を行い、科学技術活動活動を担う諸々の機
能について、総合的視点から明確に位置づけることが必要である。
その際、コーディネート機能あるいはコーディネーターは、個々人の能力を十二分に
発揮しつつ、集団的創造性を高め、日本が元気を回復するために、中核的意義を有してい
るとの認識から、海外の先進的事例や科学技術活動以外の創造活動なども参考としながら、
拙論を展開してきた。本報告書が、科学技術活動のみならず、幅広い分野において活発な
議論を喚起する契機となれば、幸いである。
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【添付資料1】
「科学技術活動に係るコーディネート機能・人材に関する調査」質問票
科学技術庁　科学技術政策研究所
1．この調査は、大学共同研究センター、公的研究機関、民間企業でマネジメントに携わ
っている方々を対象として、コーディネート機能の現状、今後のコーディネート機能
のあり方、望ましいコーディネート人材のあり方、コーディネート人材の育成・確保
のあり方等についてお聞きするものです。
2．ここでいうコーディネート人材とは、研究開発戦略の策定、具体的な研究開発の企画・
立案、研究開発成果の評価、研究開発成果の事業化（特許化を含む）、他機関との連携、
国際協力の推進、地域社会との協力等に携わる方（このような業務におよそ2割程度
以上専念している方）で、経理、庶務に携わる方は含みません。
3．ご回答いただいた調査票は、統計的に処理し、個別情報は一切外部に公表しません。
4．お忙しいところ恐縮ですが、ご記入いただきました調査票は、同封の返信用封筒にて、
4月9日（金）までにご投函下さるようお願いいたします。
5．設問の内容に不明な点がございましたら、下記までお問い合わせ下さい。
科学技術庁　科学技術政策研究所　第1調査研究グループ
総括上席研究官　　　前　澤　祐　一
〒100－0014　東京都千代田区永田町ト1ト39　　TEL O3－358ト2395
FAX O3－3500胃5239
6．なお、本調査等を踏まえ、報告書をまとめる予定ですが、後日報告書を送付させてい
ただきたいと思いますので、ご回答いただいた方のご氏名等を下記にご記入願います。
ご氏名
ご所属、役職
ご勤務先住所
電話番号
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I．研究開発を巡る環境とコーディネート機能について
間1．現在研究開発活動を展開するに当たり、どのような目標を特に重視していますか。
当てはまるもの二つまで○を付けて下さい。
1．新たな科学的知見を蓄積する。
2．革新的な技術のシーズを発掘する。
3．社会的・経済的諸問題の解決に役立てる。
4．画期的な商品及び製造プロセスの開発力を高める。
5．国際貢献を果たす。
6．地域社会の発展に貢献する。
7．その他
問2．グローバリゼーションの進展、国際大競争の激化、高齢化・少子化の進展、独立行
政法人への移行等社会・経済は、大きな変化を迎えていますが、このような状況の中
で、コーディネート機能の重要性についてどのようにお考えですか。当てはまるもの
一つに○を付けて下さい。
1．研究業務と同様、コーディネート機能の重要性は増すと考える。
2．コーディネート機能の重要性は、従来と同様と考える。
3．コーディネート機能は、さほど重要とは考えていない。
4．その他（
間3．科学技術活動のコーディネート機能に関し、現在、具体的には特にどのような業務
を重視していますか。当てはまるもの三つまで○を付けて下さい。
1．研究開発の戦略策定
3．研究資源の配分
5．研究成果の事業化（特許化等）
7．国際協力
9．その他（
2．研究開発の企画、テーマの発掘
4．研究開発におけるトラブルの処理
6．他機関との共同研究
8．地域社会への貢献
）
問4．これからのコーディネート機能を考える場合、特にどのようなことが重要とお考え
ですか。当てはまるもの二つに○を付けて下さい。
1．組織としての一体性。
2．低コスト、効率性の追求。
3．ニーズに対する機敏な対応。
4．他機関との円滑な連携。
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5．積極的な国際展開。
6．その他（
問5．研究開発のマネジメントについて、貴機関は他機関と異なり独自の手法を採用され
ていますか。当てはまるもの一つに○を付けて下さい。
1．独自の手法を採用している。
2．通常の手法を採用している。
3．ケース・バイ・ケースで対応している。
4．その他（
〔貴機関のマネジメント手法の特徴について具体的にご記入願いますっ
間6．コーディネート機能を果たすために、特別の組織、担当を設けていますか。当ては
まるもの一つに○を付けて下さい。
1．特別の組織等を設けている。（その特徴を下記にご記入下さい。）
〔　　　　〕
2．特別の組織等は設けておらず、研究者の自主性に任せている。
3．その他（
間7．今後コーディネート機能を強化するた桝こ、特別の組織等を設ける計画があります
か。当てはまるもの一つに○を付けて下さい。
1．すでに特別の組織等を設けているが、さらに強化したい。
2，今後、特別の組織等を設けたいと考えている。
3．今後とも、特別の組織等は設ける考えはない。
4．その他（
問8．コーディネート機能を発揮する場合、研究開発の段階によって方法が異なると考え
られますが、基礎研究の場合、主としてどのような方法を採用されていますか。当て
はまるもの一つに○を付けて下さい。
1．研究者の自由な発想をできるだけ尊重している。
2．研究リーダーが研究のテーマ等を決めている。
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3．機関の長が研究のテーマ等を決めている。
4．状況によって異なった方法を採っている。
問9．応用・開発研究の場合は、主としてどのような方法を採用されていますか。当ては
まるもの一つに○を付けて下さい。
1．研究者の自由な発想をできるだけ尊重している。
2．社会的・経済的ニーズあるいは市場のニーズを十分考慮して、どちらかといえば
トップダウンで推進している。
3．どちらともいえない。
問10．研究開発戦略についてお聞きします。長期的な研究開発戦略を策定されています
か。当てはまるもの一つに○を付けて下さい。
1．策定している。
2．現在のところ策定していないが、今後策定する計画である。
3．今後とも策定の計画はない。
4．その他（
間11．研究開発成果の評価についてお聞きします。どのように評価を行っていますか。
当てはまるもの一つに○を付けて下さい。
1．主として内部で厳格に評価を実施している。
2．内部評価と合わせ外部評価を厳格に実施している。
3．評価は意識的には実施していない。
4．その他（
問12．研究開発成果の実用化についてお聞きします。実用化についてどのようにお考え
ですか。当てはまるもの一つに○を付けて下さい。
1．研究開発に当たっては、常に実用化を意識して推進している。
2．独創的研究を重視しており、実用化はあまり念頭に置いていない。
3．その時々の状況次第で対応している。
4．その他（
Ⅱ．コーディネート人材について
間13．貴機関もしくは貴組織には、研究者・技術者、コーディネート人材（研究者が兼
務の場合はその人数も含む）が何人いますか。概数で結構です。
研究者・技術者（　　人）　　　　コーディネート人材（　　人）
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研究者・技術者当たりのコーディネート人材の割合（　　％）
問14．コーディネート人材は、量的に十分とお考えですか。当てはまるもの一つに○を
付けて下さい。
1．量的には十分である。
2．量的に不足している。
3．何ともいえない。
問15．現状のコーディネート人材の質について、どのようにお考えですか。当てはまる
もの一つに○を付けて下さい。
1．質の高い人材を配置していると考えている。
2．ある程度の質は確保していると考えている。
3．質的に改善の余地があると考えている。
4．どちらともいえない。
問16．コーディネート人材に求められる資質について、特にどのようなことが重要とお
考えですか。当てはまるもの三つに○を付けて下さい。
1．研究者と対等に対話ができるための技術的専門知識を持っていること。
2．法律、経済等幅広い知識を持っていること。
3．研究者をリードできる説得力あるビジョンをもっていること。
4．トラブル処理のための調整能力があること。
5．コミュニケーション能力、折衝能力が十分であること。
6．幅広い視野をもっていること。
7．使命感に燃えていること。
8．オープンな性格であること。
9．プレゼンテーション能力が十分であること。
10．その他（具体的にご記入下さい。）
（
問17．コーディネート人材が研究者とコミュニケートする場合、どのように行っていま
すか。当てはまるもの一つに○を付けて下さい。
1．内部の委員会、会議におけるコミュニケートが中心である。
2．会議等のみならず日常的なコミュニケートに努めている。
3．その他（
間18．コーディネート機能に関し、中心的役割を果たす人材はどのような方ですか。当
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てはまるもの一つに○を付けて下さい。
1．ほとんど場合研究者が兼務として、その役割を果たしている。
2．職員の中から専任の人材を配置している。
3．外部の人材を導入している。
4．その他（
間19．コーディネート人材の確保について、主としてどのように行っていますか。当て
はまるもの一つに○を付けて下さい。
1．採用時に、コーディネート人材を専門家として意識的に確保している。
2．研究者の中から、経験、年功を重視しコーディネート人材を確保している。
3．研究者の中から、年功に関係なく若手を登用している。
4．その他（
間20．コーディネート人材の処遇について、どのようにどのように行っていますか。当
てはまるもの一つに○を付けて下さい。
1．コーディネート人材の重要性を認識し、高い処遇を与えている。
2．他の人材と同様の処遇を与えている。
3．他の人材に比べ、それほど処遇は高くない。
4．その他（
間21．今後のコーディネート人材の処遇に関し、どのように考えていますか。当てはま
るもの一つに○を付けて下さい。
1．今後処遇を高くしていきたい。
2．従来との処遇になると考えている。
3．その他（
間22．コーディネート人材の育成について、主としてどのように行っていますか。当て
はまるもの一つに○を付けて下さい。
1．コーディネート人材の育成のため、特別のプログラムを持っている。
2．特別のプログラムはなく、年功、経験を重んじている。
3．その他（
問23．コーディネート人材の養成について、大学・大学院教育に期待することはありま
すか。当てはまるもの一つに○を付けて下さい。
1．コーディネート人材を養成するため、大学・大学院の教育を抜本的に強化してほ
しい。
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2．現在の大学・大学院教育のままで、それほど問題はない。
3．大学・大学院教育にはあまり期待していない。
4．その他（
問24．コーディネート人材の養成のため、大学・大学院教育を強化する場合、特にどの
ようなことが重要とお考えですか。当てはまるもの二つに○を付けて下さい。
1．教養課程の充実を図る。
2．学際的教育を強化する。
3．一つの専門分野ではなく、いわゆるダブル・メジャーの教育を充実する。
4．インターンシップ等の実践教育を充実させる。
5．人間性の教育を充実させる。
6．その他（
（その他本調査に関しご意見等がありましたら、ご記入下さい）
∴
ご 協 力 、 誠 に あ り が と う ご ざ い ま し た 。
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【添付資料2】
「科学技術活動に係るコーディネート機能・人材に関するアンケート調査」結果一覧表
問1　研究開発活動において量視する邑柵について（複数回答）大
1：新たな科学的知見を書積する
2．革新的な技術のシーズを発掘する
3：社会的・経済的諸問題の解決に役立てる
4ニ画期的な商品及び製造プロセスの開発力を高める
5ニ国際貢献を果たす
6：地域社会の発展に貢献する
7．その他
間2　　コーディネート機能の霊蔓性について
1こ研究乗務と同様、コーディネート機能の量蔓性は増すと考える
2；コーディネート機能の量稟性ほ、従来と同様と考える
3：コーディネート機能は、さほど量妻とは考えていない
4．その他
聞3　　重視している業務について（複数回答）
1：研究関発の戦略策定
2こ研究開発の企画、テーマの発欄
3こ研究責源の配分
4．研究開発におけるトラブルの処理
5．研究成果の事象化（特許化等）
6ニ他機関との共同研究
7：国際協力
8：地域社会への賃献
9こその他
聞4　　これから量要と考えるもの（複数回答）
1：組織としての一体性
2：低］加、効率性の追求
3：ニーズに対する握敵な対応
4．他機関との円滑な連携
5工積極的な国際畏開
6：その他
聞5　　研究開発のマネジメントの手法について
1．独自の手法を採用している
2：通常の手法を採用している
3こケースりくイ・ケースで対応している
4こその他
聞6　　コーディネート櫨舷に関する現在の組織について
1：特別の組織等を設けている
2：特別の組織尊は披けておらず、研究書の自主性に任せている
3：その他
間7　　コーディネート機能に関する今後の細線の計首について
1：すでに特別の組織等を設けているが、さらに強化したい
2：今後、特別の組織尊を披けたいと考えている
3こ今後とも、特別の組織尊は設ける考えはない
4：その他
間8　　基礎研究の場合の考え方について
1：研究書の自由な発想をできるだけ尊意している
2：研究リーダーが研究のテーマ等を決めている
3：機関の長が研究のテーマ等を決めている
4：状況によって異なった方法を採っている
問9　　応用・開発研究の場合の考え方について
1．研究書の自由な発想をできるだけ尊意している
2．社会的・経済的ニーズあるいは市場のニーズを十分考慮して、
どちらかといえばトップダウンで推遺している
3：どちらともいえない
問10　研究開発戦略について
1．策定している
2こ現在のところ策定していないが、今後策定する計画である
3：今後とも策定の計画はない
4：その他
間11　研究開発成業の評価について
1こ主として内部で厳格に評価を実施している
2：内部評価と合わせ外部評価を慮鰍こ実施している
3こ評価は量雛的には実施していない
4：その他
間12　研究併発成果の実用化について
1ニ研究的発に当たっては、柵に実用化を麓擁して推進している
2こ独鯛的研究を霊視しており、実用化はあまり念頭にtいていない
3：その時々の状況次薫で対応している
4こその他
㌔?????㌔ ??㌔ ．??間13　コーディネート人材の人数割合について
貴握的もしくは貴組織には、研究者・技術者、コーディネート人材（研究者が責務の場合はその人敵も
含む）が何人いますか。概敵で結構です。
研究者・技術者（　人）　　　コーディネート人材（　人）
研究者・技術書当たりのコーディネート人材の割合（　　％）
間14　　コーディネート人材の量的現状について
1：量的には十分である
2：量的に不足している
3滴ともいえない
大学　公立　民間
9乱　　9飢　　鶴t　　問15　　コーディネート人材の貫的現状について
餓　　訪　　4Ⅹ　1：賃の高い人材を配蜃していると考えている
01　　01　　肪　　2：ある程度の貫は確保していると考えている
21　　01　　情　　3：質的に改書の余地があると考えている
4；どちらともいえない
大学　公立　　民間
a　　26I　　311
耶　　50％　　311
乃　　241　　叫
大学　公立　民間
171　　271　15I
：姶胃　　341　　4餌
22胃　　341　　231
訊　　　51　　151
大学　公立　民間
121　24％　　261　間16　　コーディネート人材の責賞で特に重要と考えるもの（複数回答）大学　公立　民間
28胃　　2割；　241　1：研究者と対尊に対話ができるための技術的専門知鱒を持っていること
諷　161　18～　　2ニ法律、経済等幅広い知橡を持っていること
a a　　1％　　3こ研究者をリ胃ドできる説得力あるビジョンをもっていること
151　101　15X　　4：トラブル処理のための調整能力があること
171　151　1a　　5；コミュニケーション能力、折衝能力が十分であること
0胃　　6胃　　1胃　　6：幅広い視野をもっていること
211　　41　11　7：使命感に燃えていること
a ll a　　8；オープンな性格であること
9；プレゼンテーション能力が十分であること
大学　公立　民間　　10：その他
251　151　18胃
41　　眺　　Ⅸ洋　　間17　　コーディネート人材と研究書とのコミュニケート方法について
糾胃　4係　　4肪　1：内部の委員会、会雛におけるコミュニケ胃トが中心である
訳濱．＋：㌶琵　10胃　　2：会繍尊のみならず日常的なコミュニケートに努めている
肪　　81　　21　3ニその他
a　　　帆　　11
間18　　中心的なコーディネート人材について
大学　公立　民間　　1ニほとんどの場合研究者が兼務として、その役割を果している
231　141　10～　　2：糠鼻の中から選任の人材を配覆している
18％　　41I　　説臨　　3ニ外部の人材を導入している
53％　　43％　　40％　　4工その他
既　　　2％　　　Ol
大学　公立　民間
401　　611　　69胃
51％　　30胃　　1乃；
9％　　　鈷　　15Ⅹ
大学　公立　民間
261　　531　　5葦
間19　　コーディネート人材の確保について
1こ採用時に、コーディネート人材を専門家として薫織的に確保している
2こ研究者の中から、経験、年功を量視しコーディネート人材を確保している
3：研究者の中から、年功に関係なく若手を登用している
4：その他
問20　　現在のコーディネート人材の処遇について
1：コーディネート人材の意霊性を認離し、高い処遇を与えている
4肪　　2割【　131　2；他の人材と同様の処遇を与えている
71　　9胃　　23胃　　3：他の人村に比べ、それほど処遇は高くない
191　141　13Ⅹ　　4：その他
大学　公立　　民間
6乃　　59％　　∝臨
141　161　　26胃
2％　　　略　　151
1乃　　25％　　301
大学　公立　民間
34％　　261　　8％
291　　351　　521
3乃　　401　　4帆
大学　公立　民間
胤21　今後のコーディネート人材の処遇について
1；今後処遇を高くしていきたい
2：従来との処遇になると考えている
3：その他
間22　　コーディネート人材の育成について
1；コーディネート人材の育成のため、特別のプログラムを持っている
2：特別のプログラムはなく、年功、経験を量んじている
3：その他
181　　19～　　1割；
51　　11　　　4～
131　　211　　241
4篤　　　51　　　21
2く株　　2賞　　171
22～　　19～　　251
羽；　　乃　　　a
61　　　61　　　51
C株　　11　　　21
21　　　0～　　　肪
大学　公立　民間
5鷺　　別格　　1乃
76％　　　m　　　811
19％　　　21　　　21
大学　公立　民間
711　　331　　351
3％　　　50～　　　60％
181　　101　　　01
81　　　7％　　　4％
大学　公立　　民間
19％　　　01　　　01
3跳　　55～　　551
141　　　71　　131
31胃　　391　　23胃
大学　公立　　民間
3胃　　　71　　10胃
4乃　　67胃　　　75％
381　12I　　　81
121　　141　　　61
大学　公立．　民間
571　　431　　191
37％　　431　　841
61　　141　　171
大学　公立　民間
01　　　01　　　21
521　　m　　　70％
481　　231　　281
間23　　コーディネート人材の養成に関する大学等への期待について　大学　公立　民間
1：コーディネート人材を養成するため、大学、大学睫の教育を
抜本的に強化してほしい
12～　　881　随1　2こ視在の大学・大学睫教育のままで、それほど間且はない
451　201　211　3：大学・大学院教雷にはあまり期待していない
261　　21　　41　4：その他
171　　　91　　1肪
間24　　コーディネート人材の養成に闊し大学数青嶋で量雷なもの（複致回答）大
大学　公立　民間　　1：教養課程の充実を図る
71　231　67胃　　2：学際的教雷を強化する
141　5琳　　砧　　3；一つの専門分野ではなく、いわゆるダブル・メージャーの教育を充実する
5a a　　61　4；インターンシップ等の実践教育を充実させる
261　161　19～　　5こ人間性の教書を充実させる
6こその他
大学　公立　　民間
311　　531　　921
171　　　91　　　01
431　　261　　　81
101　　1a O～
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33胃　　201　　311
31　　　91　　161
42I　　　571　　491
221　141　　　41
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